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１ 業務継続計画の目的と方針 

（１）業務継続計画の目的 

自治体は、大規模な災害や事故に遭遇し業務遂行能力が大きく低下した状態であっても、行政

サービスを停止させることは許されない。市民の生命･財産を守り、早期に市民生活を復旧させ

るために業務を継続･早期再開する責務がある。 

業務継続計画は、不測の事態が発生した場合であっても、行政機能を維持継続するために講ず

べき業務及びその手順と必要な資源（人員、資機材等）の確保･配分をあらかじめ取り決め計画

とするものである。 

津島市業務継続計画では、こうした業務継続計画の趣旨に則り、大規模災害の発生を想定し、

非常時優先業務＊1の実施体制を確保し、適切に業務を実施することを目的とする。 

 ＊1：｢非常時優先業務｣については、（４）業務継続計画の位置づけ（5 頁）に説明． 

 

（２）業務継続計画の効果 

中央省庁業務継続ガイドライン第１版（平成 19 年 6 月）によると、業務継続計画の効果とし

ては、①発災直後の業務レベルの向上、②業務立ち上げ時間の短縮、この 2 つの効果があるとさ

れている。 

①非常時に実施すべき業務を明確化することにより、発災直後から応急対策業務に着手する

ことが可能となることから、発災直後の業務レベルを向上させる。 

②限られた資源を実施すべき業務に集中することができ、効率よく業務の復旧･再開に取り

かかることが可能となる。その結果、業務立ち上げ時間の短縮が図られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 業務継続計画の実践に伴う効果の模式図 

出典：内閣府『中央省庁業務継続ガイドライン第１版』（平成 19 年 6 月）  
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〈業務継続計画導入前〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈業務継続計画導入後〉 

図 1-2 業務種別の発災後の業務量推移模式図 

出典：内閣府『中央省庁業務継続ガイドライン第１版』（平成 19 年 6 月） 

 

 

 

 

  

■業務継続計画／BCP の名称について 

緊急時の重要業務の継続を目的とした計画は、民間企業では｢事業継続計画｣、行政では｢業務継続計画｣とされる場

合が多い。米国､英国等における英語名では、いずれも BCP（Business Continuity Plan）と呼ぶ。 
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（３）業務継続計画の必要性 

①地方公共団体としての社会的責任 

津島市の行政サービスが停止した場合、市民の生活ならびに地域の経済活動に大きな影響を

及ぼすことになる。巨大地震や大規模風水害などにより市内で大きな被害が生じた場合には、

まずは救助･救援活動などの応急対策を迅速に進めなければならない。また、市の業務は市民

生活･地域経済に直結する業務であるがゆえに、災害時において速やかに復旧しなければなら

ない実務も多数あり、その社会的責任は非常に大きい。 

ひとたび大規模災害が発生した場合には、市職員の参集がままならない事態も多分に考えら

れる。こうした事態に陥ったとしても、必要な業務を継続できるようにする体制を整備するこ

とが市には求められている。 

また、市（行政機関）が業務継続計画を策定することは、大規模災害等による不測の事態が

発生した場合の備えとしての説明責任を果たすことになる。たとえば、行政サービスは民間企

業の事業継続にも大きく影響している。社会経済活動の復旧において行政に期待されるニーズ

に応対する場合の根拠となる。 

  

 

②リスク発生に関する懸念の高まり 

平成 23 年 3 月に発生した東北地方太平洋沖地震は、過去の想定をはるかに超える巨大地震

であり、それに伴う津波は甚大な被害をもたらした。これを受けて、中央防災会議では、南海

トラフ沿いで発生する大規模地震について、東海地震と東南海･南海地震が同時に発生するこ

とを想定した検討が加えられることとなった。南海トラフ巨大地震はマグニチュード 8～9 ク

ラスの地震が 40 年以内に 90%程度の確率で発生すると指摘（地震調査委員会／令和４年１月）

されており、仮に発生すれば西日本を中心に広範囲に被害が及ぶ災害となることから、最悪の

シナリオを前提とした対策を検討する必要性が生じている。 

また、地球規模の気候変動に伴い豪雨頻度が増加傾向にあると言われ、毎年のように人命や

財産に多大な影響を及ぼす風水害が発生している。今後も、気候変動の影響により大雨や集中

豪雨の発生頻度が高まることが指摘されている。 

自然災害に関しては、災害規模の甚大化、発生頻度の高まりといった面で、発生リスクが従

来よりも増しており、業務継続計画の必要性が高まっているといえる。 
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③3.11 以降の認識の高まり 

東日本大震災以後、官民問わず、業務継続計画の重要性に対し改めて注目が集まったといわ

れている。総務省が平成 27 年 12 月に実施した『地方自治体における「業務継続計画策定状況」

に係る調査』によれば、都道府県では策定済が 42 団体（89.4％）と 9 割近くに達しており、

前回調査（平成 25 年 8 月）から 14 団体が増加している。また、市町村では策定済が 635 団

体（36.5％）で、前回調査の 228 団体（13.1％）から 407 団体（23.4％）が増加した（図 1-3）。

東日本大震災を契機として、業務継続計画への認識が高まっている。 

 

 

 

区 分 策定済 未策定 計 

都道府県 平成 25 年8 月 
28 

(59.6％) 

19 

（40.4％） 

47 

（100.0％） 

 
平成 27 年12 月 

42 

(89.4％) 

5 

（10.6％） 

47 

（100.0％） 

市町村 平成 25 年8 月 
228 

(13.1％) 

1,514 

（86.9％） 

1,742 

（100.0％） 

 
平成 27 年12 月 

635 

(36.5％) 

1,106 

（63.5％） 

1,741 

（100.0％） 

 

図 1-3 業務継続計画（BCP）の策定状況 

出典）総務省｢地方自治体における『業務継続計画策定状況』に係る調査（平成 25 年、27 年）｣ 
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都道府県 平成25年8月

平成27年12月
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（４）業務継続計画の位置づけ 

①業務継続計画の性格 

本計画は、大規模災害発生時に全庁的な計画として機能する必要がある。そのため、津島市

民病院ならびに津島市立看護専門学校を除くすべての部局の関与のもとで、災害発生から概ね

1 ヶ月程度で業務着手しなければならない非常時優先業務とこれを確実に実施するための全庁

体制ならびに各部局の任務を整理した。 

本計画は、大規模災害発生時に全職員が行動指針として活用する計画となることはもちろん

のこと、平常時より、計画の趣旨及び非常時優先業務に対する認知と浸透を促すとともに、業

務実施を妨げる課題の解消･軽減に向けた対策の検討と実施、各部局におけるマニュアルの整

備及びマニュアルに基づく訓練の実施といった取り組みを推進する役割をあわせもつ計画と

なる。 

  

②地域防災計画と業務継続計画の比較 

｢地域防災計画｣は、災害対策基本法第 42 条に基づき、津島市防災会議が策定する法定計画

である。津島市、防災関係機関、市民及び事業者が災害への予防から応急対策、復旧･復興ま

でに取り組むべき事項を定めた総合的かつ基本的な計画であり、対応すべき対策を漏れなく記

載している。 

｢業務継続計画｣は、特定の被害状況を前提としつつ、人、モノ、情報、資金、公共インフラ

等利用できる資源の制約がある状況下において、非常時優先業務（応急対策業務、早期に実施

すべき復旧業務、優先度の高い通常業務）を特定し、その業務の継続･早期実施に必要な手順

等を定める津島市独自の計画である。資源に制約がある状況で非常時優先業務を遂行すること

となるため、通常業務の中には中断するものもある。 

｢地域防災計画｣と｢業務継続計画｣の比較を表 1-1 に整理する。 

  

③非常時優先業務 

大規模災害発生時に市民の生命･財産を守り早期に市民生活を復旧するため、市として実施

すべき業務を｢非常時優先業務｣として選定した。 

本計画で対象とする非常時優先業務は図 1-4 に記すとおり、地域防災計画で位置づける｢応

急対策業務｣、同復旧業務のうち｢早期に実施すべき復旧業務｣、ならびに｢優先度の高い通常業

務｣で構成される。 

 

④業務継続計画の対象範囲 

本計画は、大規模災害が発生した場合における、津島市の執行機関である市長部局、教育委

員会、監査委員事務局及び市議会事務局での業務継続を適用対象とする。 

ただし、市長部局に属しているが、津島市民病院及び津島市立看護専門学校については、医

療機関として高度に専門的であること及び独立した業務継続計画の策定を進めていることか

ら、本計画の対象外とする。 

なお、非常時優先業務の実施を民間企業等の外部の主体に依存している場合には、それらの

主体が呼応できるようにする措置も業務継続計画に含んでいる。  
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図 1-4 業務継続計画（BCP）で扱う非常時優先業務の業務区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※｢応急復旧業務｣＝｢応急対策業務｣+｢早期に実施すべき復旧業務｣ 

 

 

表 1-1 地域防災計画と業務継続計画の比較 

項目 地域防災計画 業務継続計画 

計画の趣旨 ・市が、発災時または事前に実施すべき

災害対策に係る実施事項や役割分担

等を規定するための計画。 

・発災時の限られた必要資源を基に、非

常時優先業務を目標とする時間･時期

までに実施できるようにするための

計画（実効性を確保する計画）。 

行政の被災 ・行政の被災は特に想定する必要はな

い。 

・庁舎､職員､電力､情報システム､通信等   

の必要資源が被災を受けることが前

提。利用できる必要資源を前提に計画

を策定する。 

対象業務 ・災害対策に係る業務を対象とする。 

予防業務 

応急対策業務 

復旧対策業務 

・非常時優先業務を対象とする。 

  応急対策業務 

  早期に実施すべき復旧業務 

  優先度の高い通常業務 

業務開始目標時間 ・目標時間の設定は必要事項ではない。 ・非常時優先業務ごとに業務開始目標時

間を定める必要がある． 

 ※必要資源を確保し、目標とする時間

までに、非常時優先業務を開始･再

開する。 

計画期間 ・予防～応急対策、復旧･復興期まで。 ・発災から災害応急対策がおおむね完了

したとする期間。 

業務に従事する職

員の飲料水･食料

等の確保 

・業務に従事する職員の飲料水･食料･ト

イレ等の確保に係る記載は、必要事項

ではない。 

・業務に従事する職員の飲料水･食料･ト

イレ等の確保について記載する。 

資料：｢地震発災時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説 第１版【手引き】｣ 

（平成 22 年 4 月／内閣府） ※一部加筆修正． 

 

  

 

 

復旧業務 

通常業務 
（証明発行､許認可､申請書受理等） 

業
務
継
続
計
画 

（
非
常
時
優
先
業
務
） 

優先度の高い 

通常業務 

応急対策業務 

早期に実施すべき復旧業務 

予防業務 

地域防災計画 
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（５）業務継続計画の基本方針 

津島市は、大規模災害等の発災時における市の責務を全職員が共有し全うするため、以下の 3

つの基本方針に基づき業務継続の推進に取り組むものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）発動と解除 

  業務継続体制の発動と解除の基準を以下（表 1-2）のとおり定める。 

 

表 1-2 業務継続体制の発動と解除の基準 

項目 基準 

発動 ・愛知県西部に震度 6 弱以上の地震が発生したと発表（気象庁）されたときは、本計画に定める

体制を自動発動する。 

・震度 5 強以下の地震が発生した場合であっても、災害対策本部長の宣言によって本計画に定め

る体制を発動する。 

解除 ・災害応急対策がおおむね完了したと災害対策本部長が認めたときに、本計画に定める体制の解

除を宣言する。その時点をもって非常時の業務継続体制を解除する。 

 

 

 

  

《業務継続計画の基本方針》 

①大規模災害による被害を可能な限り軽減することを最大の目的とし、そのために非常時

優先業務の遂行に全力を挙げること。 

②非常時優先業務の遂行のために必要な資源の確保と適切な配分を行うこと。 

③全庁的取り組みとして平常時から業務継続力の向上に努めること。 
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２．計画策定の前提 

（１）想定地震と想定条件 

本市に大規模な被害を及ぼすと考えられる地震のうち、海洋型地震としては東海地震、東南海

地震及び南海地震が想定される。また、内陸型地震としては過去に大きな被害を引き起こした養

老断層、伊勢湾断層をはじめとする本市西部～南部にかけて存在する活断層が引き起こす地震が

想定される。 

本計画では、被害予測が公表されている地震の中でも、最も大きな被害が予想される東海地震･

東南海地震･南海地震が連動した場合の地震（以下、｢南海トラフ巨大地震｣と表記）を想定する

ものとした。 

 

［想定地震］ 

内閣府は、平成23年8月に｢南海トラフの巨大地震モデル検討会（座長：阿部勝征東京大学名

誉教授）｣を設置した。この検討会は同年12月に中間とりまとめを公表し、最大クラスの震源

モデルを示すとともに、平成24年8月には第二次報告を発表し、津波断層モデルを公表してい

る。国の南海トラフ巨大地震対策に係る被害想定はこのモデルがベースとなっている。 

一方、愛知県では、｢平成23年度～25年度愛知県東海地震･東南海地震･南海地震等被害予測

調査｣を実施し、平成26年3月付けで報告書に整理している（平成27年12月修正）。これによる

と、宝永、安政東海、安政南海、昭和東南海、昭和南海の５地震を重ね合わせた「５地震参考

モデル」と、あらゆる可能性を考慮した「最大想定モデル」を調査の対象としている。 

本計画では、「あらゆる可能性を考慮した最大クラスの地震･津波※（理論上最大想定モデ

ル）」を想定地震にとりあげることとした。 

※国が平成 24年 8 月に公表した最大クラスの地震･津波モデルであり、県が位置づけている

「最大想定モデル」はこれと同じものである。 

（「理論上最大想定モデル」の検討ケース） 

国の地震ケース＊（5通り）の内、陸側ケース及び東側ケース 

国の津波ケース＊（①～⑪）の内、津波ケース①、⑥、⑦、⑧、⑨の推計結果 

（* ｢南海トラフの巨大地震モデル検討会｣による震源及び波源モデル） 

 

震度分布及び液状化危険度：陸側ケースの推計結果 

（強震断層モデル：マグニチュード 9.0） 

浸水想定域       ：津波ケース①、⑥、⑦、⑨の推計結果 

（津波断層モデル：マグニチュード 9.1） 

［想定条件］ 

本計画では、まず被害が異なる以下の 3 種類のシーンを想定する。 

ア．冬深夜：多くの人が自宅で就寝しており、家屋倒壊による人的被害の危険性が高く、

津波からの避難が遅れる可能性がある時間帯 

イ．夏昼間：木造建築物内の滞留人口が 1 日の中で少ない時間帯 

ウ．冬夕方：火気使用が最も多い時間帯 
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そのうえで、人的被害が最も大きくなる｢ア．冬深夜｣を中心に計画した。しかしながら、発

生の季節、時間帯により被害の程度はもちろんのこと、職員の参集状況、対応方法などにも大

きく影響することから、発生時期、時間帯の違いによる状況の違いにも考慮しつつ、必要に応

じて日中（勤務時間内外含む）に必要な業務についても取り上げることとした。 
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（２）被害想定 

国･県の被害予測を参考にしつつ、想定地震による被害想定を以下の通り整理した。 

表 2-1 被害想定 

項目 被害想定 参考 

震度 ・市域全域が震度 6 強またはそれ以上の揺れを想定す

る。 

愛知県予測調査 

・最大震度７ 

液状化 ・市内の各地で大規模な液状化現象が発生すると想定

する。 

：旧河川跡、池跡、水田跡などで発生しやすい。 

：地盤では噴砂、噴水が発生し、建物が傾斜･転倒し

たり、沈み込み現象を起こしたりすることがある。 

：道路上にマンホールが浮き上がったりすることが

ある。 

愛知県予測調査 

・市内ほぼ全域が｢液状

化の可能性が極めて

高い｣ 

浸水（津波） ・堤防･土堰堤が破壊されない場合を想定する。 愛知県予測調査 

・市域の 78％で浸水 

人的被害 

 

（死者） 

 

 

 

 

（負傷者） 

 

 

 

（帰宅困難者） 

・人的被害としては、死者､負傷者のほか帰宅困難者の

発生が想定される。 

：主に老朽家屋やブロック塀等の倒壊あるいは屋内

収容物（家具等）の転倒による死者が 100 人規模

で発生すると想定する。 

：建物火災による焼死者も 10 人程度発生と想定す

る。 

：家屋やブロック塀の倒壊、建物の倒壊、建物の壁

面･ガラス等の落下、屋内収容物（家具等）の転倒

などにより負傷者が 1,000 人規模で発生すると想

定する。 

：発生時間帯にもよるが、最大で 5,000 人規模の帰

宅困難者が発生すると想定する。 

愛知県予測調査 

・死者数 約 100 人 

［参考値］※  

・負傷者数：約 1,100 人 

（冬早朝 5 時） 

・帰宅困難者数： 

約 5,100 人 

 

建物被害件数 ・建物被害としては、地震の揺れによる被害、液状化

による被害、地震発生に伴う火災による被害が想定

される。 

・これらすべての被害を合算し、約 4,100 棟が全壊･焼

失すると想定する。 

（浸水･津波による約 1,900 棟は含まない。） 

愛知県予測調査 

・全壊･焼失棟数 

 約 4,100 棟 

 揺れ：約 2,300 棟 

 液状化：約 500 棟 

 火災：約 1,300 棟 

交通機能 ・揺れと液状化に伴い、鉄道、道路上において車両事

故が発生する可能性がある。 

・通行が困難になり輸送に支障が出て、緊急輸送道路

が通行できるのは 3 日程度要すると想定する。 

 

ライフライン 

 

 

 

（上水道） 

 

 

 

（下水道） 

 

・地震の震度、液状化の現れ方は、その地盤面の地下

構造により違いが生じる。南海トラフ巨大地震の場

合、被害が超広域に及ぶことなどから復旧が長期化

する恐れがある。 

：上水道については、水道管の破損により、市内全

域（ほぼ全戸に近い戸数）で給水が停止すると想

定する。また 2 週間が経過しても約半数の住宅で

供給停止が続いている状況を想定する。 

：下水道については、液状化が発生するものと予想

されるため、市域の広い範囲で流下機能の障害が

［参考値］※  

・上水道：約 22,000 戸 

・都市ガス：約 5,900 戸 

・LP ガス：約 3,700 戸 

・電力：約 7,700 戸 

・電話：約 3,200 戸 

・下水道：約 680 戸 
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（都市ガス） 

 

 

（電力） 

 

 

（電話） 

発生すると想定する。復旧には 1 か月以上を要す

るものとし、上水道よりも復旧は遅れる。 

：都市ガスについては配管の破損により、6,000 戸規

模で供給が停止し、復旧までに 1 か月を要する状

況を想定する。 

：電力については、家庭の 15％以上が停電すると想

定。2･3 日後から復旧が進み、約 1 週間でほぼ復

旧するものと想定する。 

：電話については、固定電話、携帯電話とも、発災

後数日間は輻輳状態となり通話しにくい状態とな

ると想定する。 

※交通機能及びライフライン機能の支障について、「理論上最大想定モデル」の市町村別被害予測は算出されてい

ない。ライフラインの被害予測については、参考値として｢愛知県東海地震･東南海地震等被害予測調査報告書（平

成 15 年 3 月）｣の被害想定結果を記した。 

本計画（地震災害対策編）では、防潮堤･堤防の破損･崩壊等による浸水はないものと想定し

ている。浸水の発生が予想される事態にあっては風水害対策編を併用して対応するものとする。 

 

（３）本庁舎の被害予測 

津島市庁舎は昭和 51 年に竣工され、昭和 56 年に改正された建築基準法の耐震基準を満たして

いなかったため、平成 27 年 2 月末までを工事期間として耐震工事を実施した。この工事の完了

により、地震被害により大きく傾倒しない限り、想定される震度 6 強の地震に見舞われた場合に

おいても、庁舎が使用不能となるような重大な事態は生じないと考えられる。 

しかしながら、阪神･淡路大震災、東日本大震災でも明らかなように、天井板や照明器具の落

下、OA 機器や書架等の移動･転倒、ガラス片などの飛散などが発生することは十分に想定される。

また、日中に地震が発生した場合には、職員はもちろんのこと来庁者に負傷者が発生する可能性

がある。 

なお、本庁舎の被害としては、以下のような被害が予想される。 

表 2-2 本庁舎で予想される被害状況 

項目 予想される被害 

建物・執務室 ・内壁､外壁に亀裂。 

・天井板や照明器具の落下、OA 機器や机､書架等の移動･転倒。 

・ガラス片の飛散、資料類の散乱など。 

人的被害 ・OA 機器や机､書架等の移動などによる負傷者の発生（職員、来庁者）。 

水道 ・上水道が給水停止となり飲料水が途絶える。トイレが使用不能となる。 

・火災発生の場合、上水からの消火水利施設が使用不能となる。 

ガス ・ガス管路が破損した場合には、火災の可能性が生じる。 

電力 ・停電が発生する。電気設備および情報システムが使用不能となる。 

・業務再開には自家発電設備からの通電が必要となる（約 72 時間使用可能）。 

 ※ただし水冷式のため、水道断水時は使用不可。 

・日中に発生した場合、エレベーターへの閉じ込めの可能性がある。 

電話･通信 ・一般の電話回線は輻輳により使用不能となる。 

・緊急連絡は防災行政無線、災害携帯電話等を活用して行う必要がある。 
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【参考】本庁舎の概要 

①市役所本庁舎建築物の諸元 

建築時期 

昭和 51 年 5 月竣工  

（平成 27 年 2 月耐震改修工事） 

（平成 29 年 2 月防災機能整備工事） 

敷地面積 14,530.63 ㎡ 

規模 
RC 造 5 階建て 塔屋 1 階 

延べ面積 7,207.02 ㎡、建築面積 2,265.20 ㎡ 

高さ 
最高高 28.5ｍ 軒高 21.0ｍ 階高 3.8ｍ（1 階 4.8ｍ） 

1FL＝GL＋1.0ｍ （TP+0.05m） 

基礎杭 
PC パイルφ500 ㎜ 

（L=44ｍ 173 本、L=45ｍ 10 本） 

高架水槽 容量 6ｔ（平均的な使用量は 30t／日） 

受変電設備 

（本庁舎北東に架台設置） 
6,600V 設備容量 800kVA 

非常用発電機 

（本庁舎北東に架台設置） 

ディーゼルエンジン 300kVA (220V) 

水冷式（断水時使用不可） 

燃料：Ａ重油（5,000ℓ）、連続 72時間使用可能 

 

②各階配置 

1 階 市民課、保険年金課、福祉課、高齢介護課、会計課 

2 階 
税務課、収納課、市民協働課、人権推進課、生活環境課、子育て支援課、 

学校教育課、社会教育課 

3 階 

市長室、副市長室、企画政策課、人事秘書課、総務デジタル課、財政課、 

危機管理課、シティプロモーション課、電算室、電話交換室、Ｊアラートサーバ

ー 

4 階 
都市計画課、都市整備課、産業振興課、上下水道管理課、工務課、農業委員会、

監査事務局、大会議室 

5 階 議場、委員会室、議員控室、議会事務局 

PH 階 機械室、愛知県高度情報通信ネットワーク 

 

③耐震性能（平成 27年 3 月耐震改修工事完了後） 

方向 階 CTU・SD Is 方向 階 CTU・SD Is 

X 

PH1 1.52 1.51 

Y 

PH1 1.19 1.18 

5 0.98 0.98 5 1.24 1.23 

4 0.71 0.76 4 0.86 0.85 

3 0.59 0.78 3 0.80 0.79 

2 0.63 0.77 2 0.79 0.79 

1 0.80 0.81 1 0.94 0.94 

※大規模地震後、構造体の大きな補修をすることなく、建築物を使用することができることを目標と

し、人命の安全確保に加えて機能確保が図られている。 
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④通信機能 

愛知県高度情報通信ネットワーク、 

Ｊアラート 

アンテナ（地上・衛星）：屋上に設置 

サーバー：塔屋機械室に設置 

（蓄電池により停電から 1.5 時間使用可能） 

J アラート：３階電話交換室横 

ネットワーク機器等 

サーバー 庁舎 3 階電算室に設置 

（UPS により停電から 15 分使用可能） 

総合保健センター、神守支所、生涯学習センター、神

島田連絡所については、中部テレコミュニケーション

㈱の光ケーブルにより接続。 

住民票・税データのバックアップは、毎日 1 回、クラ

ウド対応にて実施。 

 

⑤市役所庁舎内における拠点機能 

災害対策本部の設置 3 階市長公室（70 ㎡） 

リエゾンの待機、情報整理等 4 階大会議室（160 ㎡） 

災害の情報収集、伝達 3 階危機管理課 

職員の待機場所 各課フロア 
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◇受変電設備（本庁舎北東に架台設置） 

 

 

◇自家発電設備（本庁舎北東に架台設置）       

 

 

◇通信ネットワークアンテナ（屋上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ネットワークサーバ（３階電算室） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地上波 

アンテナ 

衛星波 

アンテナ 
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３．非常時優先業務の選定 

（１）非常時優先業務の選定方法 

非常時優先業務の選定にあたっては、業務停止による｢市民への影響度｣を勘案し、市の全ての

通常業務ならびに災害発生時に災害対策本部の分掌任務として予定されている応急対策業務、復

旧対策業務の中から、担当部局への照会、ヒアリング調査等を通じて、緊急性が高く優先して実

施すべき業務を抽出したものである。 

また、業務の抽出作業とともに、緊急性や重要性を勘案し、当該業務の着手時期の目標設定も

行った。着手時期は実際の災害対応時の実施状況などを目安にしながら、｢24 時間以内｣、｢3 日

以内｣、｢1 週間以内｣、｢2 週間以内｣、｢1 か月以内｣の 5 つの区分に分け設定した。 

｢優先度の高い通常業務｣の中には、特定の期日以内に業務を処理することが法で定められてい

るものもあり、これらの業務については既往の大規模災害における対応事例を参考としつつ、着

手時期を設定した。 

着手時期は業務継続を実施する際の目安として設定したものであり、災害時にあっては災害の

状況、職員の参集状況、庁舎の被害状況により、着手時期が遅れたり優先順位が逆転したりする

ことも十分に考えられる。 

 

表 3-1 非常時優先業務の着手時期 

着手時期 着手目標 

24 時間以内 

・業務継続体制が発動された時点から 24 時間以内に業務に着手することを目

標とする。 

※震度 6 弱以上の地震が発生されたと発表されたときであれば、地震発生時から翌日の

同時刻までに着手することを目標とする。 

※震度 5 強以下の地震が発生した場合であっても、災害対策本部長が業務継続体制を宣

言した場合は、その時点から 24 時間以内に着手することを目標とする。 

・なお、業務によっては、ただちに着手することを目標とするもの、3 時間

以内に着手することを目標とするものなどがある。 

※これらについては、非常時優先業務一覧表中の備考欄に表記している。 

3 日以内 
・業務継続体制が発動された日を含め、3 日以内に業務に着手することを目

標とする。 

1 週間以内 
・業務継続体制が発動された日を含め、1 週間以内に業務に着手することを

目標とする。 

2 週間以内 
・業務継続体制が発動された日を含め、2 週間以内に業務に着手することを

目標とする。 

1 か月以内 
・業務継続体制が発動された日を含め、1 か月以内に業務に着手することを

目標とする。 

 

なお、津島市業務継続計画では、災害時に実施すべき業務を｢目標｣－｢大項目｣－｢中項目｣の 3 つに

分類し、類型化した。 
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表 3-2 津島市が災害時に実施すべき業務の類型 

目標 大項目 中項目 

Ⅰ 市民の生命､身体､財産の 
保護 

１ 救助 

①人命救助 

②消火活動 

③避難誘導・支援 

④交通手段の確保 

２ 救援 

①避難所開設・運営 

②応急給水の実施 

③食料確保 

④寝具確保 

⑤トイレ確保 

⑥暖房機器等生活必需品の確保 

⑦災害時広報 

３ 住宅の確保 

①応急危険度判定 

②応急修理 

③見なし仮設住宅の確保 

④仮設住宅の建設 

⑤遠距離避難あっせん 

４ 健康維持 

①医療対策 

②健康支援 

③福祉対策 

５ 生活環境維持 
①防疫業務 

②感染症予防 

６ 被災者支援 

①り災証明の発行 

②税の減免 

③見舞金・義援金等 

④障がい者支援 

⑤高齢者支援 

⑥子育て支援 

⑦外国人支援 

７ 教育の再開 
①学校施設の復旧・修理 

②被災児童・生徒への支援 

Ⅱ 社会経済活動の復旧 

１ 社会機能の維持 

①許認可事務 

②文化財保護 

③選挙 

２ インフラの維持･ 
復旧 

①水道の確保 

②道路の応急復旧 

③下水道施設の復旧 

④廃棄物処理 

⑤復興手続き（建築制限） 

３ 産業支援 
①地域経済の早期復旧支援 

②農林水産業の早期復旧支援 

Ⅲ 市役所の業務継続体制の 
確保 

１ 災害対策本部の 
設置･運営 

①被害報の作成 

②災害対策本部の運営 

③関係機関との渉外 

④総合相談窓口の開設 

２ 組織機能の維持 

①職員の参集、安否確認 

②組織運営 

③予算・決算関係部署の機能維持 

④職員の休憩場所・水・食糧の確保 

３ 庁舎･施設の維持 
①庁舎等の安全確認（応急危険度判定） 

②庁舎等の機能確保 

４ 通信･情報システ 
ムの確保 

①高度情報通信ネットワークの維持 

②電話、衛星電話等通信確保 

③その他情報システムの確保 
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（２）非常時優先業務の選定結果 

地震編･風水害編別、着手時期別、課別（担当班）に非常時優先業務の数を集計した結果は以

下の通りである。 

表 3-3 非常時優先業務の選定結果【地震災害対策編】 

No 担当部 課 
非常時優先業務/着手時期 災害対策本部 

担当班 24 時間 
以内 

3 日 
以内 

１週間 
以内 

2 週間 
以内 

1 か月 
以内 

計 

1 市長公室 企画政策課   1   1 情報班 

2 人事秘書課 5 2 4   11 職員班 

3 危機管理課 10 1    11 危機管理班 

4 ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ課 5  1   6 情報班 

5 総務部 総務デジタル課 5     5 総務班 

6 財政課 5 3    8 財政･調達班 

7 税務課 4   2 3 9 調査班 

8 収納課 6(4)    1(1) 7(5) 調査班 ※1 

9 市民生活部 市民協働課 3 1    4 地域ｺﾐｭﾆﾃｨ班 

10 人権推進課 4(2)     4(2) 避難所班 ※2 

11 市民課 4(2)  1 4  9(2) 避難所班 ※2 

12 生活環境課 8 3    11 環境･輸送班 

13 健康福祉部 福祉課 5 2 1 1 1 10 救助班 

14 高齢介護課 3(1) 1  2  6(1) 救助班 ※3 

15 子育て支援課 5 7 2 2 1 17 教育施設班 

16 健康推進課 5  1 1  7 救護班 

17 保険年金課 2(2) 1 3 3  9(2) 救護班 ※4 

18 建設産業部 都市計画課 3 1 4   8 建築班 

19 都市整備課 5 1 2   8 土木班 

20 産業振興課 2   1 1 4 産業班 

21 上下水道部 管理課 2  2 1  5 給排水班 

22 工務課 2 2    4 給排水班 

23 消防本部 総務課／消防署 9   3  12 消防班／警防班 

24 会計管理者 会計課 3  1 1  5 会計班 

25 教育委員会 学校教育課 8  4   12 教育施設班 

26 社会教育課 7   1  8 避難所班 

27 監査委員会 事務局  1(1)    1(1) 救助班 ※3 

28 市議会事務局 議事課 1 1 2   4 議会班 

合計 113 26 30 23 6 198 ( )の重複分は除く 

※1：下段の( )内の数は税務課（調査班）と共同して実施する業務数． 

※2：下段の( )内の数は社会教育課（避難所班）と共同して実施する業務数． 

※3：下段の( )内の数は福祉課（救助班）と共同して実施する業務数． 

※4：下段の( )内の数は健康推進課（救護班）と共同して実施する業務数． 

※5：下段の( )内の数は工務課（給排水班）と共同して実施する業務数． 
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４．非常時優先業務実施体制 

（１）職員の参集 

 ①非常配備の基準と体制 

非常配備体制は津島市地域防災計画に次（表 4-1）のとおり定められている。職員の非常配

備の編成は、この配備内容を基準とし、各班の長は非常配備における担当職員をあらかじめ定

めておくこととなっている。 

業務継続体制を発動したときは、これらの基準に則って全職員を動員し職員体制を確立する

こととなる。震度 6 弱以上の地震が発生した場合には、勤務時間内･外にかかわらず、ただち

に本計画が発動され、災害対策本部長の指令を待たずに動員指令は発令されたものとみなし、

全職員は非常配備につくものとする。 

表 4-1 非常配備の基準及び非常配備体制 

【地震災害】……愛知県西部に震度 6 弱以上の地震が発生したと発表（気象庁）されたときは、

本計画に定める体制を自動発動する。 

……震度 5強以下の地震が発生した場合であっても、災害対策本部長の宣言によっ

て本計画に定める体制を発動する。 

種別 基準 非常配備体制 

第１次 

非常配備 

１ 当市に震度４（気象台）と発表されたとき、

又はごく小規模の災害が発生したとき。 

２ その他必要により市長が当該配備を指令

したとき。  

市長公室長、危機管理課統括主任以上の職員

が配備につくものとする｡ 

ただし、状況に応じて配備職員を増減するこ

とができる。 

第２次 

非常配備 

１ 東海地震に関連する調査情報（臨時）が発

表されたき、又は発表の報道に接したとき。 

２ 南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表

されたとき。 

３ 当市に震度５弱又は５強（気象台）と発表

されたとき。 

４ その他必要により本部長が当該配備を指

令したとき。 

各部局長、各課長級以上、各非常連絡員、危

機管理課職員が配備につくものとする。 

ただし、状況に応じて各部局長は配備職員を

増減することができる｡ 

第３次 

非常配備 

１ 地震災害に関する警戒宣言が発令された

とき。 

２ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）

及び南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警

戒）が発表されたとき。 

３ 愛知県西部が震度６弱以上(気象台）と発

表されたとき。 

４ その他必要により本部長が当該配備を指

令したとき。 

全職員が配備につくものとする｡ 
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②職員の参集状況の確認 

業務継続体制が発動された場合、職員班（人事秘書課）は各部（各課）から職員の参集状況

を確認し、速やかに災害対策本部に連絡することとする。 

③職員の参集に際しての任務 

勤務時間外に業務継続体制が発動された場合、職員は自宅から参集するまでの途中の被災状

況（とくに公共施設の被災状況）を目視で確認し、災害対策本部に連絡することとする。 

④職員の参集に係る課題 

業務継続体制が発動された場合は、原則すべての職員が災害対策本部員となり所属部署に参

集することとなるが、職員の参集に関しては下記のような様々な課題が考えられる。こうした

事態が生じることをあらかじめ想定した上で対策を講じておく必要がある。 

【課題】 

1) 勤務時間外に大規模地震が発生した場合などは、職員の参集に一定の時間を要する。被

災状況によっては公共交通機関や自家用車の利用が見込めないことも十分に考えられ

る。よって徒歩による参集を想定しておく必要がある。 

2) 勤務時間内であっても外出中･出張中の職員が参集できない可能性がある。 

3) 初動期には課によって職員の参集状況に格差が生じることも想定される。 

4) 本部長を含む幹部職員が参集できない状況も想定しておく必要がある。 

5) 被災状況によっては、職員の身内に死傷者･行方不明者等が出て参集できないケースも

想定される。 

6) 業務継続体制が発動された場合の配属、任務、参集場所を職員が十分に周知しておらず、

混乱を生じる可能性がある。 

7) 初動時には長時間勤務を余儀なくされる可能性がある。 

8) 業務内容によっては専門性を必要とする業務があるため、技術、経験を備えた職員（ま

たは人員）を必要とする班があることを想定しておく必要がある。 

（２）職員･家族の安否確認 

①職員の安否確認 

非常時優先業務を着実に実施していくためには、人員を確保することが基本となる。職員は

日ごろから、災害から自分自身の身を守る行動に心がける必要がある。 

そして、業務継続体制が発動される場合には、自分自身の安否を直ちに災害対策本部に連絡

できるよう、メールや災害用伝言ダイヤル等の連絡方法を確認しておく必要がある。 

【職員の安否確認の連絡ルール】 

・震度 6 弱以上の地震が発生した場合には、職員は 1 時間以内に本部に自身の安否を連絡す

る。 

②家族の安否確認 

職員の参集を実現するためには、同時にその家族の安否確認を確実かつ速やかに行うことが

重要である。職員は日ごろから家族との間でメールや災害用伝言ダイヤル、災害用伝言板等の

連絡方法を確認して、家族の安否確認を確実かつ速やかに行うことができるよう準備しておか

なければならない。 
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（３）職員の勤務体制 

①意思決定権限の明確化 

発災直後の初動期にあっては、職員の参集率も低く、幹部職員が参集できていない状況を招

く可能性が高い。しかしながら、各担当部署における業務の円滑な実施のためには当該班にお

ける指揮命令系統が明確となっている必要がある。 

そのため、各部･班においては、部長･班長以下の職員の中で事案決定の代行順序をあらかじ

め定め、明確化しておくこととする。 

なお、災害対策本部長の職務の代行順序は以下のとおり定める。 

表 4-1 災害対策本部意思決定権限 代行順序 

 災害対策本部長の職務代理者の順序 

市津島市災害対策本部 

意思決定権限 

［第１順位］ 副市長 

［第２順位］ 市長公室長 

［第３順位］ 総務部長 

②職員の弾力的な配置 

業務の着手時期別、課（担当班）別の非常時優先業務必要人員は表 4-2 に記す通りである。 

非常時優先業務は災害対策本部の班（基本は課単位で編成）ごとに担当業務を定めており、

人員が不足している班（課）については、他班（課）の余剰人員を応援要員として充当するこ

とで市全体として機能するように人員配置を考慮している。 

しかしながら、非常時優先業務の規模、必要とする人員数は被災状況によって大きく異なる。

また、職員の参集状況によっても対応を改める必要が生じる。 

特に発災直後にあっては職員の参集が十分でない状況が考えられるが、その場合であっても

対策本部の意志決定、情報配信、人命救助、避難所の設置等の業務は機能し得る人員数が確保

できるよう配慮する。 

③職員の健康管理 

災害発生直後の業務は多忙を極めしかも長時間の労働となる可能性が高い。また、応急対応

業務から徐々に復旧業務、通常業務へと移行するまでは長期間を要すると想定されることから、

非常時優先業務を継続的に遂行していくためには、職員の健康管理が重要である。 

この点を意識し、食糧の確保、休息場所･トイレ等の確保、交替勤務のルールなど、事前対

策を講じておくとともに、家族との連絡、一時帰宅等について配慮し、本人･家族を含めて職

員の心身の健康チェックを行える体制を確保する。 
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表 4-2 課別､非常時優先業務必要人員【地震災害対策編】 

No 担当部 課 

非常時優先業務/着手時期 最低 

必要 

人員 

災害対策本部 

担当班 
24 時間 
以内 

3 日 
以内 

１週間 
以内 

2 週間 
以内 

1 か月 
以内 

1 市長公室 企画政策課    0 0 0 情報班 

2 人事秘書課 3 5 7 7 7 7 職員班 

3 危機管理課 7 6 6 6 6 7 危機管理班 

4 ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ課 4 4 7 7 7 7 情報班 

5 総務部 総務ﾃﾞｼﾞﾀﾙ課 3 3 3 3 3 3 総務班 

6 財政課 4 7 7 7 6 7 財政･調達班 

7 税務課 9 9 9 11 17 17 調査班 

8 収納課 10 10 10 10 14 14 調査班  

9 市民生活部 市民協働課 2 3 3 3 3 3 地域ｺﾐｭﾆﾃｨ班 

10 人権推進課 6 6 6 6 6 6 避難所班 

11 市民課 11 11 13 15 15 15 避難所班 

12 生活環境課 22 29 28 21 17 29 環境･輸送班 

13 健康福祉部 福祉課 4 5 6 7 8 8 救助班 

14 高齢介護課 11 13 11 7 7 13 救助班 

15 子育て支援課 32 42 43 34 36 43 教育施設班 

16 健康推進課 13 13 14 14 14 14 救護班 

17 保険年金課 8 11 14 19 19 19 救護班 

18 建設産業部 都市計画課 9 10 10 5 5 12 建築班 

19 都市整備課 15 25 22 22  25 土木班 

20 産業振興課 5 4 4 4 5 5 産業班 

21 上下水道部 管理課 5 5 5 5 5 5 給排水班 

22 工務課 12 17 17 15 13 17 給排水班 

23 消防本部 総務課/消防署 61 61 58 64 64 64 消防班／警防班 

24 会計管理者 会計課 4 4 4 4 4 4 会計班 

25 教育委員会 学校教育課 17 17 20 4 4 20 教育施設班 

26 社会教育課 13 13 9 10 10 13 避難所班 

27 監査委員会 事務局  2 2 2 2 2 救助班 

28 市議会事務局 議事課 1 1 1 1 1 1 議会班 

合計 395 345 356 324 309 395  
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（４）応援体制の確立 

本市は、藤岡市、富岡市（以上群馬県）、羽生市、春日部市、富士見市（以上埼玉県）、藤沢

市（神奈川県）、藤枝市（静岡県）、江南市（愛知県）の 8 市と｢大規模災害時の相互応援に関

する協定｣を締結している。 

災害時等に災害対策本部の運営に必要な職員ならびに食糧、資機材、車両などが大きく不足

する場合にあっては、大規模災害の概要を明らかにして、応援を要請することとする。 

 

 

 

【参考】職員の参集状況の予測（勤務時間外発災時における職員の参集予測） 

勤務時間外に発災した場合の職員の参集状況を検討する際の参考値として、職員の自宅から

市役所本庁舎までの直線距離をもとに参集状況を予測した。以下はその計算結果である。 

 

（１）職員の参集予測の前提 

勤務時間外に大規模災害が発生した場合に、職員がどれほどの時間で参集できるかを計算し

た。参集予測を行った際の前提は以下のとおりである。 

表 4-3 職員の参集予測の前提 

 災害対策本部長の職務代理者の順序 備 考 

対象者 ・市役所職員（看護学校･市民病院職員を除く）  514 名 

起点-終点 ・職員の自宅から津島市役所本庁舎  

予測時間 ・発災から 24 時間  

参集手段 ・徒歩（時速 2.24km/h で計算） ※1 

参集距離 ・（自宅から本庁舎までの直線距離÷√2）×2 で計算 ※2 

初動･休憩時間 

（休憩加算） 

・発災後自宅を出発するまでに 15 分を要する． 

・出発してから 3 時間後、6 時間後、9 時間後に各 1 時間の休

憩をとる． 

・出発してから 12 時間後~24 時間後の間に 5 時間の休憩をと

る． 

 

負傷等 ・本人や家族の死傷、被災による参集できない者の数は考慮

しない． 

 

その他 ・日光川は徒歩で渡ることが可能とした。 

・三重県側から登庁する職員（9 名）については、津波被害

を考慮し濃尾大橋経由で登庁するものと仮定した． 

 

※1 ： 歩行速度については、｢地震･津波災害に強いまちづくりガイドライン（中間とりまとめ）／国土交通省中

部地方整備局（平成 25 年 3 月）｣より、津波避難の歩行速度として用いられている時速を採用した。液状

化等の発生が考えられるため、歩行速度として一般の避難者と同程度の速度を採用することとした。 

※2 ： 計算の考え方は以下の通り。道路が碁盤目

状に伸びていると仮定し、自宅から市役所ま

での距離を底辺とした直角二等辺三角形の

2 辺と同等の距離を歩いて登庁するものと

みなした。 

 

 

 

 

  

自宅 

● 

市役所 

◎ 

直線距離→ 

←歩行距離 
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（２）参集予測の結果 

上記の前提のもとでの参集予測であるが、これによると津島市内に在住の職員割合が高いこ

ともあって 3 時間以内に 6 割の職員が参集できる。また、課長級以上の幹部（全 46 名）にあ

っては、3 時間以内に 33 名（71.7％）が参集できる計算となる。 

図 4-1 職員の参集予測 
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◆津島市役所への到達時間別職員数 ◆津島市役所への到達時間別職員数（課長以上）

市役所到達時間 職員数（人） ％ 累積数 ％ 市役所到達時間 職員数（人） ％ 累積数 ％

5分以内 2 0.4% 2 0.4% 5分以内 0 0.0% 0 0.0%

5～10分以内 12 2.3% 14 2.7% 5～10分以内 4 8.7% 4 8.7%

10～20分以内 19 3.7% 33 6.4% 10～20分以内 2 4.3% 6 13.0%

20～30分以内 13 2.5% 46 8.9% 20～30分以内 1 2.2% 7 15.2%

30分～1時間以内 64 12.5% 110 21.4% 30分～1時間以内 4 8.7% 11 23.9%

1～2時間以内 141 27.4% 251 48.8% 1～2時間以内 14 30.4% 25 54.3%

2～3時間以内 69 13.4% 320 62.3% 2～3時間以内 8 17.4% 33 71.7%

3～4時間以内 48 9.3% 368 71.6% 3～4時間以内 3 6.5% 36 78.3%

4～5時間以内 39 7.6% 407 79.2% 4～5時間以内 2 4.3% 38 82.6%

5～6時間以内 31 6.0% 438 85.2% 5～6時間以内 1 2.2% 39 84.8%

6～7時間以内 14 2.7% 452 87.9% 6～7時間以内 1 2.2% 40 87.0%

7～8時間以内 15 2.9% 467 90.9% 7～8時間以内 1 2.2% 41 89.1%

8～9時間以内 12 2.3% 479 93.2% 8時間超 5 10.9% 46 100.0%

9～10時間以内 7 1.4% 486 94.6% 合計 46 100.0%

10～11時間以内 5 1.0% 491 95.5% ↓

11～12時間以内 4 0.8% 495 96.3% 市役所到達時間 職員数（人） ％ 累積数 ％

12～24時間以内 15 2.9% 510 99.2% 1時間以内 11 23.9% 11 23.9%

24時間超 4 0.8% 514 100.0% 3時間以内 22 47.8% 33 71.7%

合計 514 100.0% 3時間超 13 28.3% 46 100.0%

合計 46 100%
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５．業務執行環境の確保 

（１）庁舎内における執務環境の確保 

①庁舎等の空間利用 

大規模災害発生時における庁舎の執務空間を明確化し有効に活用するため、執務空間利用の

方針をあらかじめ定めておく。基本的な考え方は以下の通りである。 

表 5-1 庁舎等の空間利用の方針 

庁舎 階 平常時の用途 業務継続体制発動時 

本庁舎 
1 階 

市民課、保険年金課、福祉課、高齢介護

課、会計課 

各課執務室 

 

2 階 

市民協働課、人権推進課、生活環境課、

子育て支援課、収納課、税務課、学校教

育課、社会教育課 

各課執務室 

 

3 階 

市長室、副市長室、企画政策課、人事秘

書課、総務デジタル課、財政課、危機管

理課、シティプロモーション課 

各課執務室 

 

会議室 災害対策本部 

4 階 

都市計画課、都市整備課、産業振興課、

上下水道部管理課、工務課、農業委員会、

監査事務局 

 

 

大会議室 連絡員待機所 

5 階 
議場、議員控室、議会事務局  

委員会室 災害時職員休憩室 

PH 階 
機械室、愛知県高度情報通信ネットワー

ク 

 

 

神守支所    

神島田連絡所    

総合保健福祉

センター 

1 階  ボランティアセンター 

2 階 健康推進課  

 

②執務空間の安全対策 

災害対策本部が置かれる本庁舎、ボランティアセンターとなる保健センターなど、大規模災

害時に防災上の拠点となる施設にあっては、書庫･キャビネット･什器などのオフィス家具など

の転倒防止対策等を推進する。 

③本庁舎が使用不能の場合の執務環境の確保 

災害対策本部が置かれる本庁舎が不測の事態で使用不能となった場合には、消防署、総合保

健福祉センターなど利用可能な施設を活用して、執務環境の確保に努める。 
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（２）情報システムの機能確保 

①システム機器の耐震性の向上 

サーバー、ディスプレイ、プリンタなどシステム機器については、大規模地震等で転倒、落

下などにより故障する可能性がある。こうした事態を招かないように固定化するなど耐震性を

高める。 

②システムの維持 

本庁舎の電算システムは、大規模災害等で主電源が停止した場合には UPS（無停電電源装

置）により一定時間（約 15 分）サーバーの動作を継続できる。 

電算システムは各業務を支える重要なインフラであることから、緊急時においてもシステム

を極力維持させていくことが望まれる。そのため、システムへの電力供給及び空調が継続され

るよう災害用非常用発電設備等の整備を進める。 

③システムのバックアップ 

電算システムのデータは、ハードディスクを複数化（バックアップは保健センターに設置）

しているほか、外部委託業者にも保管されるシステムとなっている。 

大規模な地震災害などに備え、クラウド化などによりデータのバックアップをより確実なも

のとしていくための対応を講じる。 

④システムの復旧 

緊急時においてシステムがダウンした場合、その復旧のためのシステム立ち上げについては、

担当班である総務班（総務デジタル課）と外部委託業者で対応することとなる。 

システムの復旧にあたっての手順を日ごろから訓練し操作できるようにしておくこと、外部

事業者との間の契約の中で緊急時における対応を明確化しておくことなど、緊急時におけるシ

ステム復旧体制を確実なものとしておく。 

⑤システム停止時の対応 

 最悪の事態として、システムが一定期間停止せざるを得ない状況も想定しておく必要がある。

そのため、システムを使用する非常時優先業務については、紙台帳を用いた業務継続の方法な

どをあらかじめ定め、台帳や様式の事前準備を行っておく。 

⑥通信回線事業者との連絡 

 システム機器や電力に問題がなくても、外部の通信回線が確保されないことにより、情報シ

ステムが稼働しないという事態も想定される。非常時優先業務の実施を図るために市役所の通

信回線を優先的に復旧することなどを取り決めた通信回線事業者との協定締結などを検討す

る。 

⑦各部局で管理するシステム 

   本庁舎で使用する電算システム以外で、関係課がそれぞれに運用する情報システムについて

は、上記①～⑥に準じて対応策を講じることとする。 

  



 

26 

（３）電力・燃料の確保 

①電力の確保 

災害対策本部が置かれ非常時優先業務の拠点となる本庁舎にあっては、災害用非常用発電機

を設置している。 

本庁舎のほか災害時に拠点施設となる施設にあっては、停電時等に備えた非常用電源の確保

について検討を加え、優先順位の高いものから整備を進める。 

災害用非常発電設備の供給量確保、配分のあり方については継続的に検討を加える。 

②燃料の確保 

非常時優先業務の実施に支障を来すことがないように、協定の締結などを通じて燃料供給体

制を確立した。 

（４）通信手段の確保 

①効果的な通信手段の活用 

 市及び各防災関係機関、支所、避難場所などの市内の防災拠点間については、通常の通信手

段が利用できない場合でも、携帯電話･一般電話の優先利用、災害時優先電話、防災行政無線、

衛星携帯電話などを有効に活用して通信手段を確保する。 

②愛知県高度情報通信ネットワークの活用 

愛知県の機関、市町村及び防災関係機関には、愛知県が管理運用する高度情報通信ネットワ

ークが活用できる。災害に強いネットワークをめざし地上系無線と衛星系無線の 2 ルート化が

図られており、一般電話回線が使用できない場合でも関係機関との通信が可能である。 

（５）情報の収集と発信 

①情報の収集 

 市内の被害状況や震度などの情報収集は、市独自の情報収集はもとより、国、県、気象庁な

どの情報を最大限利用し情報収集する。また、愛知県高度情報通信ネットワークを始めとする

防災関連システムを活用して情報収集にあたる。 

②情報の発信 

市内の被害状況、避難所の設置運営などの情報は、市民の安全確保や避難行動に不可欠であ

る。そのため、市民向けの情報発信には、津島市防災行政無線、J-ALERT、防災ほっとメー

ル、ホームページ、ケーブルテレビ、FM ななみ、広報車など様々な手段を駆使して情報発信

を行う。 

一方、大規模災害を被った場合などは、他地域からの応援要員、ボランティアなどの支援が

必要となる。そのため、市の被災状況や必要な応援物資などの情報を対外的に情報発信してい

くことも極めて重要となっている。こうした点を考慮し、マスコミへの情報提供を行う。 

（６）職員の非常用食料、飲料水等の確保 

非常時優先業務にあたる職員用の食料、飲料水等の確保を図る。備蓄する非常用食料･飲料水

は 7 日分を目安とする。 

食料･飲料水のほか、仮眠用の毛布、非常用トイレ、その他生活必需品の備蓄を進める。 

（７）資機材等の確保 
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非常時優先業務を実施する上で必要となる資機材や用品等については、あらかじめ一定量を確

保する。また、災害発生後に迅速に調達できるように平常時からその調達先を確保しておく。 

（８）協定等による調達 

大規模災害においては、食糧･飲料水、資機材等を備蓄だけで対応することは難しいと考えら

れることから、関係機関、各種団体、民間企業等からの調達により補完する。 

車両のほか、非常用トイレ、食料･飲料水、生活必需品など、関係機関、各種団体、民間企業

等からの調達が必要となるものについては調達品･調達先をリスト化し、災害時における迅速な

対応が図られるよう努める。 
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６．今後の取組 

（１）業務継続管理 

業務継続計画（BCP）は、市民の生命･財産を守り、早期に市民生活を復旧することが目的

である。したがって、計画書作成がゴールではなく、一つの組織体として市役所の業務継続能

力を高めていくことが目的を達成するうえで非常に重要な要素となる。 

そこで、計画（Plan）→実行（Do）→評価（Check）→見直し（Act）の PDCA サイクル

を展開し、生きた計画としていくためのしくみ、組織としての業務継続能力を継続的に維持･

改善するプロセスを構築していく。 

例えば、災害対策本部の運用について図上訓練等を実施し、その成果･反省から業務継続計

画の内容を見直す、あるいは運用マニュアルを見直す･新たに作成するなどの行動につなげて

いくといったプロセスを一つひとつ積み重ねていくことが肝要である。 

（２）訓練・教育の実施 

業務継続計画が実際に機能していくためには、職員一人ひとりが本計画の目的、役割を正し

く理解し、実際の実務に生かされなければならない。 

そこで、計画の内容を周知徹底していくとともに、職員一人ひとりの業務継続能力を継続的

に維持･向上させていくための職員研修や訓練を実施していく。 

なお、業務継続計画の見直し（維持･改善）や各種のマニュアルづくりにあたっては、職員

の危機管理意識の養成、現場における応用能力の向上といった効果を期待して、関係各課の職

員の主体的な参加を得て事務の遂行にあたるものとする。 

（３）対策班のマニュアル整備 

非常時優先業務の円滑な実施を確保するため、各対策部･対策班における各々の業務の手順

を明らかにしたマニュアルを整備する必要がある。平成 26 年度以降、順次マニュアルの整備

を進めてきたが、さらに策定が必要と考えられる対応マニュアルは以下のとおりである。早期

完成をめざして作成作業に取り掛かるものとする。 

なお、すでに整備済みの対応マニュアルについても、継続的な見直し･改善が図られ、実務

に生かされるものとなるよう努めなければならない。 

表 6-1 非常時優先業務対応マニュアル（整備済マニュアル及び今後整備･見直しが必要とされるマニュアル） 

No 担当部 課 マニュアル化する業務 備考（班） 区分 

1 市長公室 人事秘書課 ・災害時の職員の参集状況･安否の確認 

・災害時勤務ルール（職員の健康管理） 

職員班 策定済 

策定済 

2  企画政策課 ・災害時の広報、報道機関との情報交換 情報班 策定済 

シティプロモー

ション課 

3 総務部 総務ﾃﾞｼﾞﾀﾙ課 ・電算システムの被害調査・復旧 総務班 策定済 

4 （各所管課） ・指定管理となっている施設の管理（緊急

時対応、現場確認･調査等のルール化） 

（各所管班） 策定済 

5 財政課 ・庁舎の被害状況の確認 

・市有財産等の被災状況の取りまとめ及び

報告 

財政･調達班 策定済 

策定済 
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・緊急予算の編成及び資金の調達 策定済 

表 6-1 非常時優先業務対応マニュアル（整備済マニュアル及び今後整備･見直しが必要とされるマニュアル） 

No 担当部 課 マニュアル化する業務 備考（班） 区分 

6 総務部 税務課 ・被災証明の受付･発行 

・被害状況の調査、被災調査及び被災台帳

の作成（大規模編）、り災証明の受付･発

行 

調査班 未策定 

策定済 （つづき） 収納課 

7 市民生活部 市民協働課 ・市民･町内会等からの総合窓口（災害時

要望の受付） 

地域コミュニ

ティ班 

策定済 

8  生活環境課 ・火葬 

・遺体安置所の運営 

環境･輸送班 策定済 

策定済 

9 健康福祉部 福祉課 ・避難行動要支援者の安否確認と応急対策 

・災害支援ボランティアセンターの開設･

運営 

・義援物資等の受入及び配分 

・義援金の受付及び管理、義援金等の配分 

救助班 未策定 

策定済 

 

策定済 

策定済 

10  子育て支援課 ・園児の安否確認 

・保育園の安全･安否確認 

・保育園の開設 

教育施設班 策定済 

策定済 

未策定 

11  健康推進課 ・避難者の健康管理に係る保健活動 

・救護班の編成及び応急救護所の設置運営 

救護班 策定済 

策定中 

12 建設産業部 都市計画課 ・被災建築物の応急危険度判定 

・被災住宅の応急修理（手続き） 

建築班 策定済 

策定済 

都市整備課 ・道路･上下水道施設の被害調査（一次調

査） 

 ：道路の被害調査、道路冠水の被害調査 

・各土地改良区の排水機場施設等の情報収

集 

土木班 策定済 

 

 

策定済 

13  産業振興課 ・農地、農業用施設及び農作物被害状況調

査 

産業班 策定済 

14 上下水道部 工務課 ・道路･上下水道施設の被害調査（一次調

査） 

：配水場、取水施設、送配水施設の被害

状況調査 

：下水道施設の被害状況調査（初動点検） 

給排水班 策定済 

15  管理課 

16 消防本部 総務課／消防署 ・消防団の安保確認･拠点施設の確保 

・危険物施設事故調査マニュアル 

※詳細は、津島市震災対応マニュアル（消

防団員編）にて対応する． 

警防班 

消防班 

策定済 

策定済 

－ 

17 会計管理者 会計課 ・災害時における公金収納･支払業務 

・義援金の受付及び配分（福祉課に記載） 

会計班 策定済 

－ 

25 教育委員会 学校教育課 ・教育施設の被害状況の報告 

・教育施設の活用と応急復旧（給食調理場） 

教育施設班 策定済 

策定済 

26  社会教育課 

 （市民課） 

 （人権推進課） 

・避難所の開設･運営 

※避難所運営マニュアルの見直しが必要  

避難所班 策定済 

要見直 

27 監査委員 （事務局） ・義援物資の受入及び配分（福祉課に記載） 救助班 － 

28 市議会事務

局 

議事課 ・災害時議員の安否確認 議会班 策定済 



 

30 

※マニュアル化する業務欄中、下線の業務についてはマニュアルの作成･見直しが必要。 

 

（４）指定管理者等への周知と連携 

本市が所有する施設の中で、指定管理制度を活用している施設や外郭団体が施設管理者とな

っている施設については、指定管理者ならびに外郭団体等の事業者に対し本計画の周知を図る

とともに、大規模災害時の対応等について契約･協定等の締結を進めていく。 
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【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 1 

《 目 次 》 

No 部 課 頁 No 部 課 頁 

1 市長公室  企画政策課  3 21 上下水道部 管理課 33 

2 市長公室  人事秘書課  22 上下水道部 工務課 34 

3 市長公室  危機管理課  4 23 上下水道部 下水道課 36 

4 市長公室  シティープロモーション課  24 消防本部  総務課／消防署 38 

5 総務部   総務課  6 25 会計管理者 会計課 40 

6 総務部   財政課  7 26 教育委員会 学校教育課 41 

7 総務部   税務課  8 27 教育委員会 社会教育課 43 

8 総務部   収納課 10 28 監査事務局 45 

9 市民生活部 市民協働課 12 － 選挙管理委員会 事務局 （掲載なし） 

10 市民生活部 人権推進課  29 議会事務局 議事課 45 

11 市民生活部 市民進課 13 － 公平委員会 事務局 （掲載なし） 

12 市民生活部 生活環境課 15 － 農業委員会 事務局 （掲載なし） 

13 健康福祉部 福祉課 21    

14 健康福祉部 高齢介護課 23    

15 健康福祉部 子育て支援課 25    

16 健康福祉部 健康推進課 27    

17 健康福祉部 保険年金課 28    

18 建設産業部 都市計画課 29    

19 建設産業部 都市整備課 31    

20 建設産業部 産業振興課     

－ 市民病院  （掲載なし）    

－ 看護専門学校 （掲載なし）    

 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 2 

非常時優先業務一覧 ～一覧の見方～ 

 

03-1 担当部 市長公室 担当課 危機管理課 危機防災 G（４名） 

 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①災害対策本部の設置･

運営 

・市長より災害対策本部を招集し、被害状況等

の情報の伝達･収集､対策の協議などを行う｡ 
１ 

● 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

 

総務班 

応急 

②被害状況等の各種情

報の集約・伝達、報告 

・現地調査の結果などから各課（各班）からの

被害状況等を集約するとともに、警察などの

関係機関から交通規制などに関する情報を

集約し、関係機関への報告、市民への伝達な

どを行う。 

１ 
● 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

 

総務班 

 

 

11-2 担当部 市民生活部 担当課 市民課 市民戸籍 G（10 名）、神島田連絡所（４名）、神守支所 G（４名） 
  

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

通常 
⑨住所異動の届出の受

理･入力 

・転出･転居･転入届も受理及び入力を行う。 
２    

● 

2 

 

2 

 － 

    11 11 13 15 15   

 

 

 

  

通常時の職員数（部課長除く） 

応急：地域防災計画に基づく災害時応急 

対策業務及び優先度が高い災害復 

旧業務 

通常：優先度が高い通常業務 

業務の名称 業務の内容 

最低必要人員 

：当該業務を担当する最低必要人員

数。 

備考欄について 

：業務実施にあたっての留意事項を

記載。 

地域防災計画により災害 

対策本部が設置された際

の担当班。 

：応急業務についてのみ班

の名称を記載。 

：｢－｣は通常業務を表す。 

業務着手時期 

：●印のある欄の目標時間までに業務

を着手する。この場合であれば発災

から 24 時間以内の着手を目標と

する。 

通常時の部課名 



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 3 

 

01 担当部 市長公室 担当課 企画政策課 行政経営 G（５名）、歴史･文化のまちづくり推進 G（３名） 
  

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

通常 

①ふれあいバスの運行 ・高齢者等の移動手段を確保するため、道路等

の安全が確保できた段階でふれあいバスの

運行を再開するかを検討する。 

・検討の結果により必要であれば運行する。 

０    

 

 

0 

 

 

0 

・他業務と兼務。 

・道路の安全が確保できたところ

から運行の再開を検討する。 

－ 

    0 0 0 0 0   

※上記業務を担当しない要員は、危機管理班（危機管理課）、調査班（税務課･収納課）の応援に回る。 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 4 

02-1 担当部 市長公室 担当課 人事秘書課 人事 G（９名）、秘書 G（４名） 
  

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①職員の参集状況の確

認 

・各部（各課）から職員の参集状況を確認する。 

・対策本部を通じて、各班の職員配置･活動状

況を把握し、過不足の状況を調査する。 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

・①～④は兼務。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（災害時の職員の参集安否確認）に

基づき実施する。 

・職員の参集状況を対策本部に報

告する。 

職員班 

応急 

②職員の安否確認 ・参集していない職員の安否を確認する。 職員班 

応急 

③職員の人事替え、任命

替え 

・対策本部での職員の勤務状況を勘案し、職員

の配置換えを行う。 

・対策本部の幹部（部課長）が欠けた場合は、

任命替えをして権限を移す。 

・通常業務の人事配置を変更する

際は辞令を交付する。 

・緊急の場合は部課長の口頭で対

処できる。 

・特別職（市長､副市長､参与）の

扱いは条例に定めがある。 

職員班 

応急 

④派遣職員の受け入れ ・他団体からの応援職員の要請を行う。 

・他団体の応援職員の人数、職種等のとりまと

めを行う。 

・応援要請の窓口は市長会。 

 

職員班 

応急 
⑤幹部職員の秘書業務 ・市長、副市長のスケジュール管理を行う。 

・市長出張時は連絡業務を担う。 

２ 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

・⑤～⑦は兼務。 職員班 

応急 

⑥災害地視察への対応 

（本部長､副本部長） 

（国県の関係職員等） 

・本部長、副本部長の災害地視察の際の車、運

転手等の手配を行う。また、国･県の関係職

員等の災害地視察の対応を行う。 

 

 

 

1 

 

1/2 

 

1/2 

 

1/2 

 職員班 

通常 
⑦市長･副市長の慶弔の

取扱い 

・香典を出す判断を行い、香典を届ける。  

 
 

 

1/2 

 

1/2 

 

1/2 

 － 

 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 5 

02-2 担当部 市長公室 担当課 人事秘書課 人事 G（９名）、秘書 G（４名） 
  

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

⑧職員の健康管理 ・職員の食事･休息、仮眠場所を確保する。 

・市民病院の産業医との連絡、職員の一時帰宅

に関する業務を行う。 

１ 

 

 

 

1 

 

1/2 

 

1 

 

1 

・⑧～⑨は兼務。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（災害時勤務ルール）に基づき実

施する。 

職員班 

応急 

⑨職員給与･報酬の支払

い 

・職員の給与、特別職の報酬等について、遅滞

なく支給する。 
 

 

 

 

● 

1/2 

 

 

 

 

・前月支払い分をベースに本給分

（確定分）を支払う。手当等は

後日に対応する。 

職員班 

応急 
⑩応急対策要員（臨時職

員）の確保 

・応急対策の状況把握を行い、応急対策要員と

しての臨時職員の採用を行う。 
１ 

 

 

 

 

 

1 

 

1 

 

1 

・ハローワークその他の公募によ

り採用する。 

職員班 

通常 
⑪各種団体･市民からの

陳情対応 

・各種団体･市民からの陳情を受け付ける。 
１ 

 

 

 

 

 

1 

 

1 

 

1 

・災害時には市長への陳情は一旦

担当課で受理する。 

－ 

    3 5 7 7 7   

※上記業務を担当しない要員は、調査班（税務課･収納課）の応援に回る。 

※人事Ｇの９名には、国派遣２名、県派遣３名、いわき市派遣１名を含んでいない。 
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地震 6 

03-1 担当部 市長公室 担当課 危機管理課 危機防災 G（４名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 
①災害対策本部の設置･

運営 

・市長より災害対策本部を招集し、被害状況等

の情報の伝達･収集､対策の協議などを行う｡ 
１ 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

 

危機 

管理班 

応急 

②被害状況等の各種情

報の集約・伝達、報告 

・現地調査の結果などから各課（各班）からの

被害状況等を集約するとともに、警察などの

関係機関から交通規制などに関する情報を

集約し、関係機関への報告、市民への伝達な

どを行う。 

１ 

 

 

1 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

危機 

管理班 

応急 

③各部局の総合連絡調

整 

・本部幹事会議を開催し、各班の活動状況の報

告、緊急に対処すべき事案、各班の相互応援

の調整などを確認し、各部局が円滑に活動で

きるように調整する。 

１ 

 

 

1 

 

 

 

1 

 

 

 

1 

 

 

 

1 

 

 

 

1 

 

・情報班（企画政策課）の応援を

得て業務にあたる。 

危機 

管理班 

応急 
④災害救助法の適用申

請 

・県に対して災害救助法の適用を申請する。 

１ 

● 

1/2 
    

・④～⑤は兼務。 

 

危機 

管理班 

応急 

⑤防災関係機関や関係

市町村等との連絡調

整 

・自衛隊や県職員の派遣要請、周辺市町村、防

災関係機関、各種協定を結んでいる市町村な

どとの情報交換や支援要請などについて連

絡・調整する。 

 

 

1/2 

 

 

 

1 

 

 

 

1 

 

 

 

1 

 

 

 

1 

 

・自衛隊への派遣要請の手続きは

地域防災計画に記載あり。 

 

危機 

管理班 

応急 
⑥行方不明者、遺体捜索

の実施 

・関係機関と協力の上、行方不明者、遺体捜索

を開始する。 

1/2 1 1/2 1/2 1/2 1/2 

・行方不明者等の捜索は市職員、

消防団等連携して実施する。 

危機 

管理班 

応急 
⑦通信の応急措置の実

施 

・災害救助活動に直接関係する通信が途絶され

た場合、NTT に復旧依頼を行う。 

 危機 

管理班 

応急 
⑧人的・物的被害調査等

の実施 

・人的被害、物的被害調査、災害に伴う産業公

害被害状況を収集する。 

 危機 

管理班 

 

※⑥～⑧追加した（風水害編にはあるので）。応急業務として地域防災計画（分掌任務）に記載すること 
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03-2 担当部 市長公室 担当課 危機管理課 危機防災 G（４名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 
⑨遺体安置所の確保 ・あらかじめ定められた施設にて、遺体安置所

を確保する。 
１ 

● 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

・協定を結んだ施設に設置する。 危機 

管理班 

応急 
⑩協力団体受入のとり

まとめ 

・災害支援をしてくれる各種団体の受入状況を

把握し調整する。受け入れ体制も整える。 
1/2 

 

 

 

1/2 

 

1/2 

 

1/2 

 

1/2 

 

 

危機 

管理班 

応急 

⑪自主防災会との連絡

調整 

・自主防災会に連絡し、安否を確認するととも

に、地域の状況の把握や要望等について聞き

取りを行う。 

１ 
 

1 

 

1/2 

 

1/2 

 

1/2 

 

1/2 

 危機 

管理班 

    7 6 6 6 6   

※要員が不足している。情報班（企画政策課）より応援を得て業務にあたる。 
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04 担当部 市長公室 担当課 シティプロモーション課 誘致･プロモーション G（４名）、広報広聴 G（３名） 
  

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①避難勧告又は指示な

ど地域住民への広報 

・避難勧告又は避難指示などの広報活動を行

う。 

４ 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

4 

 

 

4 

 

 

4 

・①～④は兼務。 

・広報車による広報活動は消防本

部が担う。 

情報班 

応急 

②電気通信・ガス・交通

機関などの応急復旧

情報の収集 

・中部電力、NTT、津島ガス、名鉄等へ連絡し、

応急復旧情報等を収集する。 

 情報班 

応急 

③報道機関との情報交

換 

・報道機関（マスコミ 6 社、ケーブルテレビ、

エフエムななみ等）へ災害情報、被災状況な

どを提供するとともに、報道機関からの周辺

地域も含めた災害情報を収集する。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（報道機関との情報交換）に基づ

き実施する。 

情報班 

応急 

④各種情報ツールを活

用した災害対策の広

報 

・災害対策本部の情報をホームページ、西尾張

CATV、FM ななみ等の情報ツールを活用し

て広報する。 

 

 

情報班 

応急 
⑤災害記録、写真･映像

等の撮影及び整理 

・災害の記録を残すため、災害写真･映像の撮

影を行う。 
２ 

 

2 

 

2 

 

2 

 

2 

 

2 

 情報班 

通常 

⑥外国人対応 ・避難者となった外国人などが通訳を求めたと

き、愛知県国際交流協会の多言語情報翻訳シ

ステムを活用する。 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

1 

 

1 

 － 

    4 4 7 7 7   

※上記業務を担当しない要員は、調査班（税務課･収納課）の応援に回る。 

 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 9 

05 担当部 総務部 担当課 総務課 庶務 G（５名）、事務管理 G（２名） 
  

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①所管公共施設（文化会

館）の被害調査 

・利用者の安否確認を行う。 

・指定管理者に現場確認･調査を依頼する。 

２ 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

・①～④は兼務。 

・指定管理者が確認して本部に報

告する。 

総務班 

通常 
②公印の保管業務 ・公印（市長印･職務代理者印）を保管する。 

・各課文書の公印確認業務を行う。 

 

 

－ 

通常 
③文書の収受･発送業務 ・災害時であっても、文書の収受･発送業務は

行う。 

・郵便局の稼動状況による。 － 

通常 ④公告文書の掲示 ・例規などの公告業務を行う。  － 

応急 

⑤電算システムの被害

調査･復旧 

・電算システムの被害状況を確認する。 

・システムの復旧に向けた業務を行う。 

１ 
 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

・システム復旧は速やかに行う。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（電算システムの被害調査･復旧）

に基づき実施する。 

 

総務班 

    3 3 3 3 3   

※上記業務を担当しない要員は、土木班（都市整備課）の応援に回る。 

 

 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 10 

06-1 担当部 総務部 担当課 財政課 財政 G（４名）、管財･営繕 G（６名） 
  

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①庁舎の被害状況の確

認 

・被災後、ただちに庁舎の安全点検を実施する。 

１ 

● 

1/2 

 

 

 

 

 

 

 

 

・①～②は兼務。 

・本庁舎の安全点検は目視で 2 時

間以内を目標に実施する。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（庁舎の被害状況の確認）に基づ

き実施する。 

財政･ 

調達班 

応急 

②市有財産等の被災状

況の取りまとめ及び

報告 

・担当課で行われる公共施設など市有財産の被

災状況や安全確認の情報を取りまとめる。  

1/2 

 

1 

 

1 

 

1 

 

 

・非常時優先業務対応マニュアル

（市有財産等の被災状況の取りま

とめ及び報告）に基づき実施す

る。 

財政･ 

調達班 

応急 

③寝具・その他生活必需

品の調達及び管理保

管 

・避難所等に配送する寝具・その他生活必需品

を調達する。 

３ 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

・③～⑤は兼務。 

 

財政･ 

調達班 

応急 
④物資・資機材等の調達

及び管理保管 

・応急復旧に必要な物資・資機材等を調達する。  財政･ 

調達班 

応急 

⑤市有車両及び必要車

両の把握ならびに調

達 

・被災状況の確認や物資等の輸送等において各

班で必要な車両台数、必要車両を把握し、レ

ンタカーを調達する。 

・協定を締結した業者から調達す

る。 

財政･ 

調達班 

 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 11 

06-2 担当部 総務部 担当課 財政課 財政 G（４名）、管財･営繕 G（６名） 
  

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

⑥緊急予算の編成及び

資金の調達 

・緊急予算を編成し、被害状況に応じた復旧作

業を行う。 

・応急復旧に必要な資金を調達する。 

３  

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

・⑥～⑧は兼務。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（緊急予算の編成及び資金の調達）

に基づき実施する。 

・議会開催ができないため、専決

予算として執行する。 

財政･ 

調達班 

通常 
⑦企業会計への補助金

支払 

・病院、水道などの企業会計への補助金支払を

行う。 

・会計課が小切手を発行する対応

ができるかによる。 

－ 

通常 
⑧財政状況の公表 ・年２回、法･条例に基づいて市の財政状況を

ホームページ、広報等で報告する。 

 － 

    4 7 7 7 6   

※管財･営繕Ｇの技師３名は、土木班（都市整備課）の応援に回る。 

 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 12 

07-1 担当部 総務部 担当課 税務課 市民税 G（８名）、固定資産税 G（９名） 
  

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①被害状況の調査 ・家屋等の被害状況を調査する。 

・町内組織や地域の情報をもとに、2 人 1 組と

なって被害状況を調査し、調査票に記入す

る。 

８ 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

・①～②は兼務。収納課と併せ 16

名。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（被害状況の調査、被災調査及び被

災台帳の作成）に基づき実施す

る。 

・3 日までを目標に市全域の全容

調査（第一次調査）を終える。 

（2 人×8 小学校区=16 人を見込む） 

調査班 

応急 

②被災調査及び被災台

帳の作成 

・被災証明発行の届け出のあった家屋等につい

て、現地調査を行い、調査の結果をもとに、

被災台帳を作成する。 

調査班 

応急 

③被災証明の受付 ・税務関係の相談窓口を開設し、被災証明の受

け付け業務を行う。 

・被災証明の受け付けとあわせて税の減免など

の紹介を行う。 

１ 

 

 

 

1 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

1 

 

・③～④は兼務。 

・マニュアルを整備し実施する。 

・り災証明と被災証明は異なるの

で注意すること。 

調査班 

応急 ④被災証明の発行 ・被災証明書の発行業務 調査班 

 

※｢被災証明｣について、マニュアル（被害状況の調査、被災調査及び被災台帳の作成）に触れられていないので、整備すること。（税務課・収納課） 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 13 

07-2 担当部 総務部 担当課 税務課 市民税 G（８名）、固定資産税 G（９名） 
  

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

通常 

⑤税務関係の証明書の

発行及び閲覧 

・税務関係の相談窓口を開設し、所得証明、納

税証明、廃車証明、交付証明、土地評価証明

などの証明書の発行及び閲覧を行う 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

1/2 

・⑤～⑧は兼務。 

－ 

通常 

⑥原動機付自転車のナ

ンバー交付、登録・廃

車の手続き 

・125 ㏄以下の原動機付自転車のナンバー交付

と登録・廃車の手続きを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

1/2 

 

 － 

通常 

⑦市民税、固定資産税の

賦課調定 

・市民税、固定資産税の賦課に関する決定、納

付書の送付等を行う。 

・市民税や固定資産税の減免の申請受け付け、

手続きを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 

1/2 

 

・津島市税の減免に関する規則に

基づく減免を行う。 
－ 

通常 
⑧軽自動車、市民たばこ

税の賦課調定 

・軽自動車、市民たばこ税の賦課に関する決定、

納付書の送付等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 

1/2 

 
－ 

応急 

⑨り災証明の受付･発行 ・り災証明書の受付･発行業務。証明書発行の

ための準備業務（発行会場準備、告知等）を

含む。 

６     
● 

6 

・り災証明書の発行に必要な被害

調査の進捗状況から、り災証明

書の発行を判断する。 

・概ね 1 ヶ月後の発行を目標とす

る。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（被害状況の調査、被災調査及び被

災台帳の作成）に基づき実施す

る。 

調査班 

    9 9 9 11 17   

※調査班（税務課･収納課）の要員は、上記③～⑨の業務の担当がないときは、すべて②の被災調査及び被災台帳の作成の業務に回る。 

 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 14 

08-1 担当部 総務部 担当課 収納課 管理 G（５名）、収納 G（９名） 
  

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①被害状況の調査 ・家屋等の被害状況を調査する。 

・町内組織や地域の情報をもとに、2 人 1 組と

なって被害状況を調査し、調査票に記入す

る。 

８ 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

・①～②は兼務。税務課と併せ 16

名。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（被害状況の調査、被災調査及び被

災台帳の作成）に基づき実施す

る。 

・3 日までを目標に市全域の全容

調査（第一次調査）を終える。 

（2 人×8 小学校区=16 人を見込む） 

調査班 

応急 

②被災調査及び被災台

帳の作成 

・被災証明発行の届け出のあった家屋等につい

て、現地調査を行い、調査の結果をもとに、

被災台帳を作成する。 

調査班 

応急 

③被災証明の受付 ・税務関係の相談窓口を開設し、被災証明の受

け付け業務を行う。 

・被災証明の受け付けとあわせて税の減免など

の紹介を行う。 

１ 

 

 

1 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

1 

 

 

・③～④は兼務。 

・マニュアルを整備し実施する。 

・り災証明と被災証明は異なるの

で注意すること。 

調査班 

応急 ④被災証明の発行 ・被災証明書の発行業務 調査班 

通常 

⑤市税の収納整理及び

管理 

・市民から銀行に納付された市税と納付額とを

照らし合わせる消込作業及び窓口納付への

対応を行い、毎月県へ県税を納付する。 
１ 

 

1/2 

 

1/2 

 

1/2 

 

1/2 

 

1/2 

・⑤～⑥は兼務。 

・消込作業ができないと納付証明

書の発行ができない。 

－ 

通常 

⑥納税証明書の交付 ・納税証明書の交付を行う。 
 

1/2 

 

1/2 

 

1/2 

 

1/2 

 

1/2 

・納税証明書は義援金の受け取り

や軽自動車の車検、入管、相続

登記替えなどに必要となる 

－ 

 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 15 

08-2 担当部 総務部 担当課 収納課 管理 G（５名）、収納 G（９名） 
  

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

⑦り災証明の受付･発行 ・り災証明書の受付･発行業務。証明書発行の

ための準備業務（発行会場準備、告知等）を

含む。 

４     
● 

4 

・り災証明書の発行に必要な被害

調査の進捗状況から、り災証明

書の発行を判断する。 

・概ね 1 ヶ月後の発行を目標とす

る。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（被害状況の調査、被災調査及び被

災台帳の作成）に基づき実施す

る。 

調査班 

    10 10 10 10 14   

※調査班（税務課･収納課）の要員は、上記③～⑦の業務の担当がないときは、すべて②の被災調査及び被災台帳の作成の業務に回る。 

※｢被災証明｣について、マニュアル（被害状況の調査、被災調査及び被災台帳の作成）に触れられていないので、整備すること。（税務課・収納課） 

 

 

 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 16 

09 担当部 市民生活部 担当課 市民協働課 地域コミュニティ G（５名）、市民活動 G（３名） 
  

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

通常 
①町内会代表について

の情報提供 

・災害発生時に町内会代表、コミュニティ会長

の名簿を災害対策本部に提供する。 

２ 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

・①～③は兼務。 

 

－ 

応急 

②所管公共施設（大崎会

館、西地域防災コミュ

ニティセンター）の被

害調査 

・利用者の安否確認を行う。 

・指定管理者に現場確認･調査を依頼する。 

・各校区コミュニティセンターの被害調査を行

う。 

・指定管理者が確認して本部に報

告する。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（指定管理となっている施設の管

理）に基づき実施する。 

地域コミ

ュニティ

班 

応急 

②市民・町内会等からの

総合窓口 

・市民・町内会等からの要望に対応する。 

・要望を受け付けて、対応を行うべき担当課

（班）、ボランティアセンターなどに情報を

提供する。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（市民・町内会等からの総合窓口）

に基づき実施する。 

地域コミ

ュニティ

班 

応急 

③警察署と連携した防

犯地域安全活動 

・警察との連携を通じて､地域安全活動の状況

を確認するとともに､防犯委員､住民組織､受

入れボランティア等との調整を図り､自警団

の設置や防犯パトロールの実施を調整する。 

１ 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

1 

 

 

 

1 

 

 

 

1 

 

・避難所運営マニュアル（平成 17

年 5 月作成）に基づき実施する。 

（避難所運営マニュアルは見直し

を行う。） 

地域コミ

ュニティ

班 

    2 3 3 3 3   

※上記業務を担当しない要員は、環境･輸送班（生活環境課）の応援に回る。 

※市民活動Ｇの３名（生涯学習センター勤務）は、環境･輸送班（生活環境課）の応援に回る。 

※｢避難所運営マニュアル｣については、見直しが必要。（社会教育課、市民課、人権推進課） 

 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 17 

10 担当部 市民生活部 担当課 人権推進課 人権同和･男女参画 G（５名）、南文化センター（４名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 
①南文化センターの被

害状況の調査 

・南文化センターの被害状況を把握する。 

６ 

 

1/2 

 

1/2 
   

・①～④は兼務。 避難所班 

応急 

②避難所の開設 ・各避難所担当要員が避難所に参集する。 

・施設内の安全を確認する。 

・避難所開設を災害対策本部に報告する。 

 

● 

1/2 

    

・避難所運営マニュアル（平成 17

年 5 月作成）に基づき実施する。 

（避難所運営マニュアルは見直し

を行う。） 

避難所班 

応急 

③避難者の保護及び収

容 

・受入れ名簿を作成する。 

・プライバシーに配慮した資機材を設置する。 

・避難者の取りまとめ、報告。 

・高齢者･障がい者など避難行動要支援者への

配慮｡ 

 

5 

 

  

6 

 

6 

 

6 

避難所班 

応急 
④避難所における DV

被害者への対応 

・DV 被害が発生した場合に対応する。  避難所班 

    6 6 6 6 6   

※上記業務を担当しない要員は、避難所班の応援（応援･交代要員等）に回る。 

※｢避難所運営マニュアル｣については、見直しが必要。（社会教育課、市民課、人権推進課） 

 

  

1 
5－ 

2 



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 18 

11-1 担当部 市民生活部 担当課 市民課 市民戸籍 G（10 名）、神島田連絡所（４名）、神守支所 G（４名） 
  

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①神守支所、神島田連

絡所の被害状況の調

査 

・神守支所、神島田連絡所の被害状況を把握す

る。  

 

 

 

７ 

 

 

 

 

 

0 

 

0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・①～③は兼務。 

 

避難所班 

応急 

②避難所の開設 ・各避難所担当要員が避難所に参集する。 

・施設内の安全を確認する。 

・避難所開設を災害対策本部に報告する。 

● 

1/2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・避難所運営マニュアル（平成 17

年 5月作成）に基づき実施する。 

（避難所運営マニュアルは見直

しを行う。） 

避難所班 

応急 

③避難者の保護及び収

容 

・受入れ名簿を作成する。 

・プライバシーに配慮した資機材を設置する。 

・避難者の取りまとめ、報告。 

・高齢者･障がい者など避難行動要支援者への

配慮｡ 

 

 

 

 

 

 

7 

 

 

 

7 

 

 

 

7 

 

 

 

7 

 

避難所班 

通常 

④死亡届の受理、斎場、

埋葬許可 

・死亡届の受理と埋火葬許可書の発行を行う。 

・東日本大震災後のように行方不明者等の死亡

届の受理に際しての指導があると考えられ、

それを踏まえて業務を行う。 

・斎場の利用が可能かについて情報を確認の

上、埋火葬許可を発行する。 

・神守支所において死亡届を受け付け、市民課

と連絡を取り死亡届受理等を行う。 

 

 

 

４ 

 

本庁 

 

神守
支所 

 

 

 

 

 

 

2 

 

2 

 

 

 

 

 

 

2 

 

2 

 

 

 

 

 

 

2 

 

2 

 

 

 

 

 

 

2 

 

2 

 

 

 

 

 

 

2 

 

2 

 

 

・市民は、医師からの死亡診断書

取得、死亡届→火葬場の予約→

埋葬火葬許可証取得→火葬の

手順を取る必要がある。 

・仮に 100 人の死亡届を受け付け

る場合には 50時間を想定する。 

－ 

 

  

1 
6－ 

2 



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 19 

11-2 担当部 市民生活部 担当課 市民課 市民戸籍 G（10 名）、神島田連絡所（４名）、神守支所 G（４名） 
  

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

通常 
⑤死亡届の受理に伴う

住民票の訂正 

・死亡届の受理と連動して住民票の訂正を行

う。 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

1/2 

 

1/2 

・⑤～⑧は兼務。 － 

通常 
⑥死亡届の受理に伴う

戸籍の訂正 

・死亡届の受理と連動して戸籍の訂正を行う。  

 

 

 

 

 

 

1/2 

 

1/2 

 － 

通常 
⑦出生届の受付と母子

健康手帳の交付 

・母子健康手帳を交付する。 

・出生届を受理する。 

 

 

 

 

 

2 

 

1/2 

 

1/2 

・母子健康手帳の交付は、市民課

または保健センター 

－ 

通常 
⑧各種証明書の発行･

交付 

・住民票の写し、印鑑登録証明書、戸籍等の証

明書を発行及び交付する。 

 

 

 

 

 

 

 

1/2 

 

1/2 

 － 

通常 
⑨住所異動の届出の受

理･入力 

・転出･転居･転入届も受理及び入力を行う。 
２    

 

2 

 

2 

 － 

    11 11 13 15 15   

※避難所班（市民課）の要員は、上記④～⑨の業務の担当がないときは、すべて避難所班（①②の業務）の応援（応援･交代要員等）に回る。 

※｢避難所運営マニュアル｣については、見直しが必要。（社会教育課、市民課、人権推進課） 

 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 20 

12-1 担当部 市民生活部 担当課 生活環境課 環境保全 G（７名）、環境整備 G（15 名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①所管公共施設（斎場･

墓地）の被害調査 

・利用者の安否確認を行う。 

・委託事業者に現場確認･調査を依頼する。 

・斎場の火葬炉が支障をきたしている場合に

は、その復旧を行う。 

２ 

 

 

1 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・①～②は兼務。 

・墓地については状況確認を行う。 

 

環境･ 

輸送班 

応急 

②火葬業務 ・斎場において受け付けをし、火葬を行う。 

・委託業者に業務を指示するほか、状況に応じ

て職員が応援に出る。 

・火葬炉の運転が不可能な場合には、県知事に

申し出て広域で対応する。 

 

 

 

1 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

2 

 

・非常時優先業務対応マニュアル

（火葬）に基づき実施する。 

 

 

環境･ 

輸送班 

応急 

③遺体安置所の運営 ・遺体安置所を開設する。 

・遺体安置所の運営･管理を行う。 

１ 

 

 

1 

 

 

1 

 

 

1 

 

 

1 

 

 

1 

・協定を結んだ施設にて遺体安置

所を開設する。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（遺体安置所の運営）に基づき実

施する。 

環境･ 

輸送班 

応急 

④クリーンセンター、最

終処分場の被害調査 

・海部地区環境事業組合が管理･運営する八穂

クリーンセンターならびに上野センター、新

開センターなどの被害状況の確認を行う。 

・最終処分場の被害状況の確認を行う。 

・委託業者の被災状況の確認を行う。 

１ 

 

● 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・八穂クリーンセンター（弥富市）

までの道路状況もあわせて確認

すること。 

 

環境･ 

輸送班 

通常 

⑤ごみの収集運搬業務 ・八穂クリーンセンターが稼働する場合は、委

託業者に収集運搬業務を指示する。 

・八穂クリーンセンターが稼働しない場合は、

最終処分場で一時保管するよう、委託業者に

業務を指示する。 

・災害協定に基づき県下他処理施設に受け入れ 

の可否を確認する。 

１ 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・⑧の業務と兼務。 

 

 

－ 
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12-2 担当部 市民生活部 担当課 生活環境課 環境保全 G（７名）、環境整備 G（15 名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

⑥避難所のごみの収集

運搬業務 

・清掃事業所がパッカー車（3 台）を出して収

集する。 
７ 

 

 

7 

 

 

 

7 

 

 

 

7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・初動時は清掃事業所で対応する。 

：パッカー車 3 台×2 人=6 人 

 ：指示連絡員=1 人 

・その後､業務は業者へ移行する。 

環境･ 

輸送班 

通常 

⑦し尿の汲み取り、処

理業務 

・許可業者の被災状況の確認。 

・避難所･避難施設の収集について依頼する。 

・新開センター･上野センター（弥富市）への

搬入、処分を行う。 

・災害協定に基づき県下他処理施設に受け入れ

の可否を確認する。 

１ 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・環境事務組合に搬入する。 

・許可業者（4 社）に情報を提供

する。 

 

－ 

応急 

⑧災害廃棄物の除去 ・災害廃棄物（がれき等）の発生状況を確認す

る。 

・一時保管場所を確保する。 

・災害廃棄物処理に関し、県、業者に対する応

援要請を行う。 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

3 

 

・がれき類は鹿伏兎処分場ならび

に唐臼跡地に持ち込む。 

・処分場 1 人×2 箇所、指示連絡

員 1 人=計 3 人（うち指示連絡

員 1 人は⑤と兼務）。 

環境･ 

輸送班 

応急 

⑨物資輸送業務 ・物資集積場所（東公園）から避難所等への物

資輸送を行う。（積み下ろし人員は除く。）  
９ 

 

 

9 

 

 

 

9 

 

 

 

9 

 

 

 

9 

 

 

 

9 

 

・西 2 班､東 2 班＝計 4 班。 

・輸送車 4 台×2 人、指示連絡員 1

人=計 9 人。 

環境･ 

輸送班 

応急 

⑩防疫（消毒）作業の

実施 

・県（保健所）の指示を受けて、防疫のための

作業班を組織化する。 

・消毒液の散布による防疫作業を行う。 

４ 
 

 

 

 

4 

 

 

4 

 

 

4 

 

 

・町内会との連絡･調整及び指示･

情報交換が必要。 

 

環境･ 

輸送班 

通常 
⑪水道設置に関する確

認業務 

・水道施設を新設する際に、事前の確認作業を

行う。 
２  

 

2 

 

2 

 

2 

 

2 

・水道部（工務課）と実施する。 － 

    22 29 28 21 17   

※要員が不足している。地域コミュニティ班（市民協働課）より応援を得て業務にあたる。 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 22 

13-1 担当部 健康福祉部 担当課 福祉課 福祉 G（９名）、保護 G（７名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①民生委員・児童委員、

保護司の安否確認等 

・民生委員・児童委員、保護司の安否情報を確

認して、避難行動要支援者の支援体制を確立

する。 

１ 

● 

1/3 

 

 

 

 

 

 

 

 

・①～③は兼務。 

 

救助班 

応急 

②日赤奉仕団への協力

要請及び受入 

・日赤奉仕団に支援を要請するとともに、活動

に必要な被害状況などの災害関連情報を整

理して提供する。 

● 

1/3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

救助班 

応急 

③障がい者施設等の被

害状況調査 

・民間の入所･通所施設２か所について、施設

を運営する事業所からの被災状況や安全面

を把握する。 

・福祉避難所として、障がい者などの避難行動

要支援者の受入を要請する。 

 

● 

1/3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・災害時の障がい者等の受入協定

（福祉避難所）にもとづいて福

祉避難所として開設する。 

救助班 

応急 

④避難行動要支援者の

安否確認及び応急対

策 

・避難行動要支援者名簿をもとに、民生委員や

自治会長等の情報･確認により実態把握を行

うとともに、安否未確認者の調査を依頼す

る。 

・避難行動要支援者への福祉避難所への誘導や

避難所での介護等を行う。 

２ 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

・民生委員の力を借りて、要支援

者の安否情報、所在の確認がと

れる連絡体制を整える。 

・避難行動要支援者全員の名簿を

作成するとともに関係課･班で

共有する（妊婦や乳幼児を含

む）。 

・マニュアルを整備し実施する。 

救助班 

応急 

⑤ボランティアセンタ

ーの開設･運営 

・災害ボランティアセンターの設置、コーディ

ネーターの派遣要請、資機材の確保を行うと

ともに、社会福祉協議会と連携を図りながら

ボランティアの受入、指示、連絡調整を行う。 

１ 

 

 

1 

 

 

 

1 

 

 

 

1 

 

 

 

1 

 

 

 

1 

 

・センターの開設主体は社会福祉

協議会。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（ボランティアセンターの開設･運

営）に基づき実施する。 

救助班 

 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 23 

13-2 担当部 健康福祉部 担当課 福祉課 福祉 G（９名）、保護 G（７名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

⑥義援物資等の受入及

び配分 

・義援物資を受け付けするとともに、配分基準

をもとに委員会等で検討して配分する。 
１ 

 

 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

・非常時優先業務対応マニュアル

（義援物資等の受入及び配分／義

援金の受付及び管理･義援金等の配

分）に基づき実施する。 

救助班 

応急 
⑦災害救助費の経理 ・災害救助法が適用された場合、同法に基づく

災害救助費の経理処理を行う。 
２ 

 

 

 

 

 

2 

 

2 

 

2 

・出納班（会計課）の応援を得て

実施する。 

救助班 

 

応急 

⑧緊急的な被災者生活

支援 

・低所得者等に対する緊急的な生活再建支援と

して、被災証明に基づき生活福祉資金の斡旋

及び見舞金の支給を行う。 １  
● 

1 
   

・税務課（調査班）における「被

災証明」の発行と連携を図る。 

・災害救助法が適用された場合の、

「災害援護資金」貸付対象者と

混同しないよう注意を要する。 

救助班 

 

応急 
⑨被災者生活再建支援 ・り災証明にもとづき、災害時の見舞金、支援

金を支給する。 
１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 

1 

・税務課（調査班）におけるり災

証明の発行との連携を図る。 

救助班 

 

通常 
⑩生活保護事務 ・生活保護世帯に対して、災害時においても生

活保護費の支払いを行う。 
１ 

 

 

 

 

 

 

 

1 

 

1 

 

 

－ 

    4 5 6 7 8   

※救助班（福祉課）の要員は、上記①～⑨の業務の担当がないときは、、すべて④避難行動要支援者の安否確認及び応急対策（福祉課・高齢介護課）の応援に回る。 

※マニュアル（避難行動要支援者の安否確認及び応急対策）を作成すること。（福祉課・高齢介護課） 

 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 24 

14-1 担当部 健康福祉部 担当課 高齢介護課 介護保険 G（９名）、長寿福祉 G（10 名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①避難行動要支援者の

安否確認及び応急対

策 

・避難行動要支援者名簿をもとに、民生委員や

自治会長等の情報･確認により実態把握を行

うとともに、安否未確認者の調査を依頼す

る。 

・避難行動要支援者への福祉避難所への誘導や

避難所での介護等を行う。 

８ 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

 

・民生委員の力を借りて、要支援

者の安否情報、所在の確認がと

れる連絡体制を整える。 

・避難行動要支援者全員の名簿を

作成するとともに関係課･班で

共有する（妊婦や乳幼児を含

む）。 

・マニュアルを整備し実施する。 

救助班 

応急 

②老人福祉施設等の被

害状況調査 

・市内 8 カ所の憩いの家の被害状況を、近所の

管理者と連携して確認する。 

・老人福祉センター、伝承の館の被害状況を管

理者と連携して確認する。 

・その他、市内 3 所のグループホーム、１カ所

の小規模多機能施設、その他、民間の老人福

祉施設を運営する介護事業所から被災状況

を把握する。 

３ 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・②～③は兼務。 

・介護者の状況について、事業所

から情報を得る。 

救助班 

応急 

③高齢者の在宅福祉サ

ービスの一時休止等

の案内 

・災害時には在宅福祉サービスの利用や新規受

け付け等ができないことを利用者等へ通知

する。 

 

 

 

1 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

1 

 

・ケアマネージャーから通知の指

示を出す。その総括係として 1

人を配置する。 

・配食サービスや見守り訪問など

の再開は 1 か月程度で再開。 

救助班 

通常 
④介護保険サービスの

相談 

・介護サービス等についての相談窓口を開設

し、相談等を行う。 
２ 

 

 

 

2 

 

2 

 

2 

 

2 

・高齢者専門の総合窓口になる。 
－ 

通常 
⑤要介護・要支援の認

定･新規申請受付業務 

・要介護、要支援の認定及び認定更新を行う。 
1/2 

 

 

 

 

 

 

 

1/2 

 

1/2 

 

 
－ 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 25 

14-2 担当部 健康福祉部 担当課 高齢介護課 介護保険 G（９名）、長寿福祉 G（10 名） 介護保険 G（８名）、長寿福祉 G（８名）、在宅医療連携 G（３名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

通常 

⑥介護保険料の賦課調

定業務 

・介護保険の年金からの天引きや振り込み等に

対する消込作業や介護保険の調定業務を行

う。 

1/2 
 

 

 

 

 

 

 

1/2 

 

1/2 

・徴収は 2 週間以内、調定は 1 か

月以内。 

－ 

    11 13 11 7 7   

※救助班（高齢介護課）の要員は、上記①～⑥の業務の担当がないときは、、すべて①避難行動要支援者の安否確認及び応急対策（福祉課・高齢介護課）の応援に

回る。 

※マニュアル（避難行動要支援者の安否確認及び応急対策）を作成すること。（福祉課・高齢介護課） 

 

 

 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 26 

15-1 担当部 健康福祉部 担当課 子育て支援課 子育て支援 G（７名）、家庭児童相談室（３名）、 

児童保育 G（９名）、共存園（10 名）、新開（10 名）、西地区子育て支援Ｃ（３名）、 

教育委員会・幼稚園（４名）  

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①保育園の安全・安否確

認 

・保育園児の安否･避難の状況、保育園の安全

について連絡して確認する。 

・県からの保育園への緊急の指示事項があれば

伝達する。 

２７ 

● 

27 
    

・①～③は兼務。保育士全員。 

・保育園が開園中に災害が発生し

た場合に対応する。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（園児の安否確認／保育園の安全

確認）に基づき実施する。 

教育 

施設班 

通常 

②保育園の開設に関す

ること 

・園の安全確認及び応急復旧を行う。 

・保護者･要保育児の状況を確認する。 

・開設時期について判断して保護者への通知･

開設を行う。 
 

 

 

 

 

27 

 

 

 

 

 

27 

 

 

 

 

 

27 

 

 

 

 

 

27 

 

・保育園が再開された場合は、な

るべく早い時期に看護師による

健康指導を行う。 

・マニュアルを整備し実施する。 

－ 

応急 
③保育園調理室の活用 ・保育園の調理室を災害時の炊き出し用に活用

できるようにする。 

 教育 

施設班 

応急 ④被災園児の調査 

 （幼稚園） 

  

・幼稚園との協力を得ながら、幼稚園児の被災

状況を把握する。 

・被災状況を取りまとめ、県教育委員会へ報告

する。 

４ 

● 

1 

    ・④～⑥は兼務。 

 幼稚園（４名）で対応 

教育 

施設班 

応急 ⑤教育施設（幼稚園）の

被災状況の調査 

・幼稚園との協力を得ながら、幼稚園の施設の

被災状況を把握する。 

・各幼稚園から被災情報の報告を受けて状況を

取りまとめ、県教育委員会へ報告する。 

● 

1 

    ・3 時間以内に確認する。 

・園の再開が可能かどうかの判断

ではない。目視で確認し直ちに

県の教育委員会に報告する。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（教育施設の被害状況の報告）に基

づき実施する。 

教育 

施設班 

応急 ⑥教育施設の応急復旧 

 （幼稚園） 

・被害状況に応じた応急復旧を行う。 

・幼稚園の再開に向けた検討や準備を行う。 

 

2 

 

4 

 

4 

   教育 

施設班 

 



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 27 

15-2 担当部 健康福祉部 担当課 子育て支援課 子育て支援 G（７名）、家庭児童相談室（３名）、 

児童保育 G（９名）、共存園（10 名）、新開（10 名）、西地区子育て支援Ｃ（３名）、 

教育委員会・幼稚園（４名）  

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

⑦児童福祉施設の被害

状況の調査及び応急

復旧 

 

・児童福祉施設の被害状況を確認する。 

・施設の管理運営受託者、指定管理者の状況の

確認を行う。（または、受託者、指定管理者

に現場確認･調査を依頼する。） 

・被害状況に応じて使用禁止の措置、または、

応急復旧を行う。 

１ 

 

 

   

1 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・中央児童館 

・かるがも園 

・こどもの家（8 ヶ所） 

・保育園調理室 

教育 

施設班 

通常 
⑧保育所の入所措置 ・保育所の開設に合わせて、保育園への入所措

置を行う。 
１ 

 

 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

・保育所は 2 次避難所に指定され

ている。 

－ 

応急 

⑨被災児童の調査 

 

・被災児童について保育所を通じ、または、避

難所において、地域を介して情報収集を行

う。 ８ 

 

 

 

 

4 

 

4 

 

1 

 

1 

・避難所 1 か所を 1 人で調査する。 教育 

施設班 

応急 
⑩被災による遺児の保

護 

・災害で親を亡くした子どもで、身寄りがない

場合は一時保護し、措置を図る。 

 

 

 

4 

 

4 

 

1 

 

1 

・避難所でいったん保護する。 教育 

施設班 

通常 

⑪要保護児、家庭･児童

相談 

・保護が必要であると通報があった場合には出

向き、対応を行う。 

・児童虐待の通報を受けた場合は 48 時間以内

に現場確認を行い、必要な場合は保護･措置

を行う。 
１ 

 

 

 

 

1/2 

 

 

 

 

1/3 

 

 

 

 

1/3 

 

 

 

 

1/3 

 

・⑪～⑬は兼務。 

・相談は家庭児童相談室（保健セ

ンター）で行っている。 

・通報を受けた場合には 2 人体制

で出向く。 

－ 

通常 

⑫DV 被害者が母子の

場合の母子寮への入

所措置 

・DV 被害者の一時的な保護を行う。 

・その後、1 か月後に措置を行う。  
 

1/2 

 

1/3 

 

1/3 

 

1/3 

 － 

通常 
⑬母子の自立支援に関

する児童福祉 

・母子寮・母子自立支援施設などの手続き。 
  

 

1/3 

 

1/3 

 

1/3 

 － 

 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 28 

15-3 担当部 健康福祉部 担当課 子育て支援課 子育て支援 G（７名）、家庭児童相談室（３名）、 

児童保育 G（９名）、共存園（10 名）、新開（10 名）、西地区子育て支援Ｃ（３名）、 

教育委員会・幼稚園（４名）  

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

通常 

⑭母子寡婦福祉に関す

ること 

・児童扶養手当、遺児手当の受け付け･支払業

務、相談業務を行う。（通常支払は 4､8､12 月

に行っている。） 

・高等職業訓練給付金を支払う。（通常支払は

毎月行っている。） ２ 

  

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

1 

 

 

・⑭～⑮は兼務。 

・市職員の給与よりも早く支給す

べき（生活保護の支給と同じ程

度の時期に支給する）。 

・高等職業訓練給付金は生活保護

費に近い性格である。 

－ 

通常 

⑮児童手当及び特別児

童扶養手当に関する

こと 

・児童手当の給付受け付け。 

・特別児童手当の給付受け付け、支給。    
 

1 

 

1 

・児童手当の再開時期に合わせて

ほかの手当てについての業務も

再開する。 

－ 

通常 
⑯学童保育所の開設 ・運営に必要な指導員の確保などを確認する。 

・学校の再開時期と合わせて再開する。 
１    

 

1 

 

1 

・保護者からのニーズが生じる学

校の再開時期と合わせる。 

 

通常 
⑰養育支援家庭訪問指

導 

・赤ちゃんのいる家庭を訪問して指導を行う。 

・家庭児童相談室職員が訪問指導を行う。 
２     

● 

2 

  

    32 42 43 34 36   

※④～⑥の業務は、教育委員会・幼稚園（４名）が業務にあたる。 

※上記業務を担当しない要員は、避難所班の応援（応援･交代要員等）に回る。 

※マニュアル（保育園の開設）を作成すること。（子育て支援課） 

 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 29 

16 担当部 健康福祉部 担当課 健康推進課 成人保健 G（７名）、母子保健 G（12 名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 
①医療施設の被害状況

調査 

・津島地区医療センターや総合保健福祉センタ

ー、各医療機関などの被害状況を把握する。 

１ 

 

 

1 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・①～②は兼務。 

 

 

救護班 

応急 

②日赤救護班等の協力

要請及び受入 

・日赤救護班の派遣を要請するとともに、活動

に必要な被害状況などの災害関連情報を整

理して提供する。 

救護班 

応急 

③災害時の感染症予防

対策 

・感染症等の病気を予防するための衛生対策な

どを行う。 

 

８ 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

 

8 

 

 

・③～④は兼務。保健師 8 人が担

当。 

・2 人 1 組（うち 1 人は事務職=

保険年金課から応援）となり、8

小学校区を担当する。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（避難者の健康管理に係る保健活

動）に基づき実施する。 

救護班 

応急 

④避難者の健康管理に

係る保健活動 

・避難者の心身の健康状態を調査･把握し、健

康相談･指導を行う。 

救護班 

応急 

⑤救護班の編成及び応

急救護所の設置運営 

・医師会等と連携して救護班の編成を行う。 

・また、応急救護所を 2 か所程度立ち上げる。 

・医師会や歯科医師会、薬剤師会との連絡調整

を図るとともに、各医療機関の被災状況など

を把握する。 

・救護所の運営を支援する。 

４ 

 

 

 

4 

 

 

 

 

 

4 

 

 

 

 

 

4 

 

 

 

 

 

4 

 

 

 

 

 

4 

 

 

・2 か所×2 人=4 人。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（救護班の編成及び応急救護所の

設置運営）に基づき実施する。 

（マニュアルは、平成 28 年度作成

の予定。） 

救護班 

通常 

⑥予防接種事業 ・定期予防接種が、適切な期間に接種されるよ

うに医療機関の復旧状況などの体制も鑑み

ながら早期に再開する。 

１    
 

1 

 

1 

・再開の見通しなどの情報提供を

行う。 

－ 

通常 
⑦母子健康手帳の交付 ・妊娠届出の提出に応じて母子健康手帳を交付

する。 
１   

 

1 

 

1 

 

1 

・市民課または保健センターから

交付する。 

－ 

    13 13 14 14 14   

※上記業務を担当しない要員は、避難所班の応援（応援･交代要員等）に回る。 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 30 

17-1 担当部 健康福祉部 担当課 保険年金課 国民健康保険 G（12 名）、医療･年金 G（９名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①災害時の感染症予防

対策 

・感染症等の病気を予防するための衛生対策な

どを行う。 

 

８ 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

8 

 

 

・①～②は兼務。 

・2 人 1 組（うち 1 人は保健師=

健康推進課）となり、8 小学校

区を担当する。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（避難者の健康管理に係る保健活

動）に基づき実施する。 

救護班 

応急 

②避難者の健康管理に

係る保健活動 

・避難者の心身の健康状態を調査･把握し、健

康相談･指導を行う。 

救護班 

通常 

③相談窓口の開設 ・国民健康保険、国民年金ならびに各種医療費

支給に関する相談窓口を設ける。 

・市民課の総合窓口の設置とあわせ対応する。  

３  
 

3 

 

2 

 

 

 

 

・災害時における対処方法など、

市民への周知活動が必要になる

ことがある。 

－ 

通常 

④国民健康保険資格管

理業務 

・保険の種類の変更、転入者の保険の変更など

の資格管理に関わる業務を実施する。 

・保険証紛失者への対応にあたる。 
２   

 

2 

 

2 

 

2 

・原則 2 週間以内で変更する必要

がある。 

・保険証の紛失については、国か

ら方針が示される場合がある。 

－ 

通常 
⑤後期高齢者医療制度

資格管理業務 

・保険の種類の変更、転入者の保険の変更など

の資格管理に関わる業務を実施する。 
１   

 

1 

 

1 

 

1 

・原則 2 週間以内で変更する必要

がある。 

－ 

通常 

⑥各種医療費の資格管

理業務 

・母子家庭等医療費、子ども医療費、心身障害

者医療費、精神障害者医療費、後期高齢者福

祉医療費の資格管理に関わる業務を実施す

る。（医療者受給者証の発行等） 

１   
 

1 

 

1 

 

1 

・原則 2 週間以内で変更する必要

がある。 

－ 

通常 
⑦国民健康保険賦課業

務･給付業務 

・保険料を計算して賦課する。 

・保険給付、保険料減免申請の受付を行う。 
５    

 

5 

 

5 

・1 か月程度を目標に事業を再開

させる。 

－ 

通常 
⑧後期高齢者医療制度

賦課業務･給付業務 

・保険料賦課に係る業務を行う。 

・保険給付、保険料減免申請の受付を行う。 
１    

 

1 

 

1 

・1 か月程度を目標に事業を再開

させる。 

－ 
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17-2 担当部 健康福祉部 担当課 保険年金課 国民健康保険 G（12 名）、医療･年金 G（９名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

通常 
⑨福祉医療費給付業務 ・福祉医療費の給付を行う。 

１    
 

1 

 

1 

・1 か月程度を目標に事業を再開

させる。 

－ 

    8 11 14 19 19   

※上記業務を担当しない要員は、避難所班の応援（応援･交代要員等）に回る。 

 

  



 

 

【地震災害対策編】津島市業務継続計画（BCP）非常時優先業務一覧 

地震 32 

18-1 担当部 建設産業部 担当課 都市計画課 都計計画 G（５名）、住宅管理 G（５名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①市営住宅・改良住宅の

被害調査、応急修理 

・市営住宅・改良住宅の被害状況の確認を行う。 

・修理が必要なものについては、ただちに応急

修理を行う。 

・危険な状況にあるものについては立ち入り禁

止等の措置をとる。 

６ 
 

6 

 

4 

 

2 
  

・公園よりも先に確認作業を行う 

3 時間以内をめどとする。 

・2 人 1 組．1 日=3 班､3 日~=2 班､ 

1 週間~=1 班。 

・住宅管理 G5 人+1 人。 

建築班 

 

応急 

②公園･緑地等の被害調

査及び応急復旧 

・公園･緑地（67 か所）について、利用者の安

否確認ならびに被害状況調査を行う。 

・東公園、天王川公園は直ちに調査する。 

・必要に応じて応急復旧を行う。 

２ 

 

 

2 

 

 

2 

 

 
  

・東公園は広域避難場所に指定さ

れている。 

・天王川公園は、救援部隊活動拠

点に県が指定している。 

建築班 

 

 

応急 

③被災建築物の応急危

険度判定 

・市内の建築士等に依頼し、危険度判定が可能

な体制を整える。 

・診断員が他県から応援に来る場合には、これ

らの調整にあたる。 

２ 
 

1 

 

2 

 

2 
  

・非常時優先業務対応マニュアル

（被災建築物の応急危険度判定）に

基づき実施する。 

・建築士協会の協力を得て実施す

る。 

建築班 

 

 

応急 

④被災者の住宅相談業

務 

・仮設住宅の問い合わせや住宅の解体など、被

災者の住宅相談窓口を設ける。 ２  
 

2 

 

1 

 

1 

 

1 

 建築班 

 

 

応急 
⑤建築制限に関する窓

口 

・建築確認申請、開発行為許可申請の受け付け、

指導に関する窓口を設ける。 
１   

 

1 

 

1 

 

1 

 建築班 

 

応急 

⑥被災住宅の応急修理 ・災害救助法に基づく被災住宅の応急修理を行

う。法に定める範囲内（60 万円以内･現物支

給）で個人住宅の応急修理を行う。 

・市は申請の受け付け、修理業者の指定･斡旋、

請求書のとりまとめ、県への情報提供を担

う。 

１   
 

1 

 

1 

 

1 

・非常時優先業務対応マニュアル

（被災住宅の応急修理）に基づき

実施する。 

 

建築班 
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18-2 担当部 建設産業部 担当課 都市計画課 都計計画 G（５名）、住宅管理 G（５名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

⑦応急仮設住宅の建設

業務 

 

・大規模災害の場合､応急仮設住宅を建設する。 

・入居希望者の調査、土地の選定などに着手す

る。 

２   
 

2 

 

2 

 

2 

・災害発生から原則として 20 日以

内に着工する。 

・県のマニュアルに準じて行う。 

建築班 

 

 

応急 

⑧被災市街地における

建築制限の指定 

・大規模な災害で市街地に大きな被害が生じた

場合、建築基準法 84 条の規定に基づき建築

制限をかける。 

・本市の場合、特定行政庁（県）が指定するこ

とになる。区域指定の後、市は、都市計画に

被災市街地復興推進地域を定めるなどの一

連の都市計画業務を担う。 

１   
● 

1 
  

・市街地に災害のあった場合にお

いて、都市計画又は土地区画整

理法による土地区画整理事業を

必要と認めるときは、特定行政

庁（県）が区域を定める。 

・2 週間を目処に第 1 次建築制限

をかける。 

建築班 

 

 

    9 10 10 5 5   

※技術者の不足分は、土木班（都市整備課）と融通して業務にあたる。 
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19-1 担当部 建設産業部 担当課 都市整備課 整備維持 G（８名）、管理土地改良 G（３名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①道路の被害調査 

 （一次調査） 

・市が指定した緊急輸送道路を重点にパトロー

ルし被害状況を調査する。 

・出勤する際、各道路の状況を把握する。 

４ 

 

● 

4 

 

    

・2 人×2 班でパトロールする。 

・被害状況を写真で必ず記録する。 

（参考） 

・県指定緊急輸送道路:約 28.8km 

・非常時優先業務対応マニュアル

（道路の被害調査（一次調査））に

基づき実施する。 

土木班 

応急 

②避難所アクセス道路、

橋りょう、水路の被害

調査（二次調査） 

・避難所（一次･29 施設）が開設している箇所

を把握後、そのアクセス道路の被害調査を行

う。 

・広域避難所（東公園･津島高校）から各避難

所までの道路や介護･福祉施設、市民病院･透

析など医療機関（全 37 施設）まで道路の被

害調査を行う。 

１４  
 

14 

 

14 

 

14 
 

・2 人×7 班（西 4､東 3）でパトロー

ルする。 

・道路延長：477km。水路 1､2 級(西

部/東部)：49.5km。 

・日光川西部 4 班(A/B/C/D=211km) 

・日光川東部 3 班(E/F/G=216.5km) 

・橋りょう：全 484 橋（内 61 橋） 

・公用車：7 台必要 

・被害状況を写真で記録する。 

土木班 

応急 
③各情報のとりまとめ ・調査結果をとりまとめ本部に報告する。 

１ 
 

1 

 

1 

 

1 

 

1 
 

 土木班 

通常 

④道路及び水路の承認

工事等の中断 

・市や民間で行っている道路及び水路工事等に

おいて工事を中断させるとともに、早期に応

急復旧するように指導する。 

２ 
 

2 

 

2 
   

・市発注や民間工事中断の連絡及

び確認 － 

通常 

⑤道路及び水路の使用

及び占用の許可申請

の受付 

・水道、下水、電気、ガス、電話の早期の応急

復旧に対応できるように許可申請の受け付

け業務を行う。 

２ 
 

2 

 

2 

 

1 

 

1 
 

・災害時における各占用者に対し

応急復旧の手続きを行い、工事

をコントロールする。 

－ 
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19-2 担当部 建設産業部 担当課 都市整備課 整備維持 G（８名）、管理土地改良 G（３名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

⑥道路の通行確保 ・緊急輸送道路が渋滞しないよう一般車を排除

し救援物資が確実に届くよう通行止めを警

察と行う。 

・緊急輸送道路に倒壊している道路構造物や家

屋､占用物の障害物を除去し､通行可能に努

める。 
６ 

 

 

6 

 

 

6 

   

・⑥～⑧は兼務。 

・警察と連携して実施する。 

・建物除去などには建設業協会と

連携する。 

・2 人／班×3 班（西 2､東 1） 

・占用者：電気･ガス･NTT など。 

・被害状況を写真で記録する。 

土木班 

応急 

⑦道路の応急復旧 ・市内の道路照明、カーブミラー、街路灯、街

路樹などの被害状況を把握し、通行の妨げと

なるところから応急復旧する。   

 

 

6 

 

 

6 

 

・道路照明：1,054 基 

・カーブミラー：901 基 

・被害状況を写真で記録する。 

土木班 

応急 
⑧障害物の撤去 ・道路等において通行の障害となっている障害

物を撤去する。 

・建設業協会に協力を要請し実施

する。 

土木班 

    15 25 22 22    

※要員が不足している。財政班（財政課）、総務班（総務課）、産業班（産業振興課）より応援を得て業務にあたる。 
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20 担当部 建設産業部 担当課 産業振興課 農政･消費生活 G（５名）、観光･商工 G（６名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①所管施設等の被害調

査 

・所管する尾張津島観光センター（市直営）、

観光交流センター（指定管理）の被害状況を

確認する。 

・利用者の安否確認を行う。 

・指定管理者に現場確認･調査を依頼する。 

１ 

 

● 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・尾張津島観光センターは職員が

調査に向かう。 

・観光交流センターは指定管理者

が確認して本部に報告する。 

産業班 

応急 

②農地・農業用施設及び

農作物の被害状況調

査 

・県から被害状況の報告依頼があるため、農協

組合長を通じて状況を把握する。 

４ 

 

4 

 

 

4 

 

 

4 

 

 

 

 

 

 

 

・②～③は兼務。 

・JA と共同して調査にあたる。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（農地・農業用施設及び農作物の被

害状況調査）に基づき実施する。 

産業班 

通常 

③農業施設資金等の融

資相談 

・農家からの融資等の相談窓口等を開設する。 

   
 

1/2 

 

1/2 

・市と県で融資の利子補給を行う

が最初に金融機関へ相談に行く

ことになる。 

－ 

通常 

④中小企業の指導、育成

及び資金の融資相談 

・中小企業等からの融資等の相談窓口等を開設

する。 １     
● 

1 

・融資の利子補給を行うが最初に

金融機関へ相談に行くことにな

る。 

－ 

    5 4 4 4 5   

※上記業務を担当しない要員は、建築班（都市計画課）、土木班（都市整備課）の応援に回る。 

 

  

1 
3－ 

2 

1 
3－ 

2 
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21 担当部 上下水道部 担当課 管理課 管理 G（５名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①災害時における応急

給水 

・応急給水計画を策定して、避難所、被災者へ

の飲料水を供給する。 

・拠点給水や給水車等による搬送給水を行う。 

・必要に応じて、尾張水道連絡協議会、他地域

協議会、愛知県に応援給水を要請する。 
５ 

 

(1) 

 

 

 

4 

 

(1) 

 

 

 

 

 

4 

 

(1) 

 

 

 

 

 

3 

 

(1) 

 

 

 

 

 

3 

 

(1) 

 

 

 

 

 

3 

 

(1) 

 

 

・①～②は兼務。 

・管理課は応急給水活動を担当。 

・排水池（または県水）の水を給

水タンクに移し替え配送する。 

※(1)は指定工事店からの応援。運

転手 1 名を契約している。 

・詳細は水道事業地震防災応急対

策要綱による。 

給排水班 

応急 
②水道にかかわる広報 ・断水について広報する。施設の復旧計画や復

旧状況について広報する。 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 給排水班 

通常 

③職員の任命、給与、勤

務時間、その他の勤務

条件等に関すること 

・職員の給与等について、遅滞なく支給する。 

・職員の勤務状況の調整を行う。 

１ 

  
 

1/2 

 

1/3 

 

1/3 

・③～⑤は兼務。 

・人事秘書課における対応と時期

を合わせて支給する。 

－ 

通常 
④給水装置工事の申込

みの受付等 

・給水装置工事の申込みについて必要書類を確

認して受け付ける。 
  

 

1/2 

 

1/3 

 

1/3 

 － 

通常 
⑤出納その他の会計事

務に関すること 

・会計課経由での入金等 

・納付の確認（会計ｼｽﾃﾑ消込み）作業を行う。 
   

 

1/3 

 

1/3 

・会計課との調整による。 － 

    5 5 5 5 5   

※要員が不足する場合には、委託事業者等外部からの応援を得て業務にあたる。 

※水道事業地震防災応急対策要綱と整合させること。「①災害時における応急給水」の人員は要綱では 22 名。 
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22-1 担当部 上下水道部 担当課 工務課 工務 G（７名）、配水場（２名）、処理場（１名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①配水場、取水施設、送

配水施設の被害状況

調査 

・配水場の被害状況ならびに緊急遮断弁の開閉

状況を確認する（又吉配水場、神守配水場）。 

・取水施設（井戸 6 か所）の被害状況（色度・濁

度）を確認する。 

・送配水施設（基幹管路･配水支管）について

は、工務課と指定工事店共同組合が被害状況

調査を開始する（本格調査は体制整備ののち

実施）。 

・電力供給の確認。施設健全で電力不通の場合、

非常用発電機用の燃料手配を行なう。 

・愛知県尾張水道事務所へ水道用水供給事業

（県水）の被害状況及び通水状況を確認す

る。 

・漏水発生箇所について、仕切弁の閉止操作を

行うなどして、止水対策を行う。先行開設避

難所へ応急給水が可能となるよう器具を設

置する。 

・被害状況は災害対策本部へ報告する。 

・被害内容を取りまとめ、管理課と連携し日本

水道協会を通じ応援要請を依頼する。 

職員 

１０ 

応援 

(4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 

 

(4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 

 

(4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 

 

(4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 

 

(4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 

 

(4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

・被災後、速やかに基幹施設（配

水場・取水施設）の施設点検を

行う。 

・被災後、速やかに基幹管路の施

設点検が可能となるようマニュ

アルを策定する。 

・医療施設、避難所に通じる送配

水施設を優先して被害状況の調

査を開始する。 

・日本水道協会への応援要請はな

るべく早くに行うこと。 

・（4）は配水場委託事業者からの

応援を表す。 

給排水班 
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22-2 担当部 上下水道部 担当課 工務課 工務 G（７名）、配水場（２名）、処理場（１名） 工務 G（６名）、配水場（２名：嘱託員を除く）、処理場（２名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

②終末処理場の安全確

保 

・処理場施設点検や二次被害防止のための措置

を行う。 

・電力供給の確認。施設健全で電力不通の場合、

非常用発電機用の燃料手配を行なう。 

・被害状況は災害対策本部へ報告する。 

・施設及び管渠被害を鑑み処理可能となるよう

体制を確保するとともに県河川管理者と協

議する。 

職員 

２ 

応援 

(4) 

 

 

 

2 

 

(4) 

 

 

 

 

 

2 

 

(4) 

 

 

 

 

 

2 

 

(4) 

 

 

 

 

 

2 

 

(4) 

 

 

 

 

 

2 

 

(4) 

 

 

・あわせて終末処理場の被害状況

を確認する。 

・（4）は週末処理場委託事業者か

らの応援を表す。 

給排水班 

応急 

③本格調査体制の確保･

実施 

・外部からの応援体制を確認しつつ、上下水道

施設の被害調査･点検のための体制を整え

る。 

・調査体制が整備され次第、基幹となる管路か

ら順次被害調査･点検を実施する。 

２  
 

2 

 

2 

 

2 

 

2 

・4 人／班×70 班＝280 人体制を

目標とする。 

・基幹路約 1.5km、枝管路約

450km。1 班 800m／日 

・④と同時進行する。 

給排水班 

応急 

④水道施設の応急復旧

（資機材の確保） 

・上水道施設の応急復旧に必要となる資機材を

調達する。 

・愛知県水道用水供給事業に被害がある場合、

その復旧状況を確認し応急給水の目標時期

を決定する。 

・被害状況による、応急復旧計画を立案。 

・応急復旧計画に基づき復旧工事に着手。 

 

６ 

 

(70) 

 

 

 

6 

 

 

 

 

 

6 

 

(70) 

 

 

 

6 

 

(70) 

 

 

 

6 

 

(70) 

 

・配水管､継手､表層用材料､ろ材､

シール材など。 

・（70）は外部からの応援要員を表

す。 

給排水班 

    12 17 17 15 13   

※①と③は、給排水班（下水道課）と一体となって業務に当たる。 

※要員が不足している。委託事業者等外部からの応援を得て業務にあたる。 
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23-1 担当部 上下水道部 担当課 下水道課 下水道 G（５名）、管理 G（４名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①下水道施設の被害状

況調査（初動点検） 

・マンホール内を目視点検するなど、最低限の

点検を行う。 

・消防班、土木班、建築班などからの情報を参

考に、マンホールの破損･浮上箇所を中心に

点検を行う。 

・被害状況は災害対策本部へ報告する。 

・被害が甚大な場合は、愛知県に応援要請を行

う。 

 

２ 

 

(10) 

 

 

 

2 

 

(10) 

 

 

 

 

 

2 

 

(10) 

 

 

   

・初動点検については、工務課が

行う送配水施設の被害状況調査

と一体的に実施する。 

・流域下水道の被害状況･安全性に

ついては県と相互確認を行う（3

時間以内）。 

・（）は委託の外部要員を表す。 

給排水班 

応急 

②工事中の作業を停止

させる業務 

・下水道工事中の作業（とくに穴を掘っている

作業）については、安全確保の観点から至急

に停止を指示する。 

２ 
● 

2 
    

・監視員（職員２人）が３時間以

内に停止を指示し、安全を確認

する。 

給排水班 

応急 

③本格調査体制の整備 ・外部からの応援体制を確認しつつ、上下水道

施設の被害調査･点検のための体制を整え

る。 

５  
 

5 

 

5 
  

・工務課が行う本格調査体制と一

体的に整備する。 

・工務課を支援する。 

給排水班 

応急 

④下水道施設の被害調

査･点検 

・公共下水道 

・流域下水道 

・コミュニティプラント 

・下水道施設、管渠の被害状況について被害調

査･点検を行う。 

・被害状況を取りまとめ本部に報告する。 

・流域下水道については、県の幹線の被害状況

について相互確認を行う。 

 

２ 

 

(10) 

 

 

2 

 

(10) 

 

2 

 

(10) 

  

・（）は委託の外部要員を表す。 給排水班 

応急 

⑤下水道施設の応急復

旧 

・公共下水道 

・流域下水道 

・コミュニティプラント 

・管渠やマンホール内部の土砂の浚渫、仮水路、

管渠等の設置など、下水道施設の復旧工事を

進める。 

・流域下水道については、県と応急復旧計画に

ついて調整を行い進める。 

 

１０ 

 

(3) 

  

 

10 

 

(3) 

 

10 

 

(3) 

 

10 

 

(3) 

・（）は外部からの応援要員を表す。 給排水班 
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23-2 担当部 上下水道部 担当課 下水道課 下水道 G（５名）、管理 G（４名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

通常 

⑥個人宅における下水

道本管への接続に伴

う窓口業務 

・下水道が使える区域についての個人宅から下

水道本管に接続するための排水設備等の設

置、改築計画の確認の受け付けを行う。 
１    

 

1 

 

1 

・市内における被害状況に応じて、

また、復興を優先するため、受

け付けの再開可能な時期が異な

る。 

－ 

    4 9 17 11 11   

※①と③は、給排水班（工務課）と一体となって業務に当たる。 

※要員が不足している。委託事業者等外部からの応援を得て業務にあたる。 
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地震 42 

24-1 担当部 消防本部 担当課 総務課／予防課／消防署 総務課：庶務 G（４名）、消防団 G（３名）、海部地方消防通信指令（５名）  

予防課：危険物 G（３名）、設備 G（３名） 

消防署：消防 G（２名）、警防通信 G（19 名）、救助 G（11 名）、救急 G（18 名） 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①被害状況等の情報の

収集・伝達及び各種対

策の検討 

・119 番で受信した内容や消防活動隊などが現

場で収集した被害状況等の情報を収集し災

害対策本部に伝達する。 

４ 
 

4 

 

4 

 

4 

 

4 

 

4 

・消防長、署長が指揮する。 

 

 

消防班 

警防班 

応急 

②消防施設等の被災状

況の把握 

・消防署、市内 8 か所の消防団車庫や詰所、防

火水槽は、消防団員の協力を得て被災状況を

確認し、消防本部が確認･調整する。 

１ 
 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

・消防署については泊まり勤務の

消防署員が 10 分以内に行う。 

・総務課長が指揮する。 

消防班 

応急 

③救急･救出救助活動業

務 

・被災状況等の情報を集約･分析し、緊急度等

を勘案し、優先順位の高い事案より人命救助

にとりかかる。 

２４ 
 

24 

 

24 

 

24 

 

24 

 

24 

・救急救命活動が終了次第、行方

不明者の捜索に移行する。 

警防班 

応急 

④消防活動業務 ・被災状況等の情報を集約･分析し、緊急度等

を勘案し、優先順位の高い事案より消防活動

にとりかかる。 

２４ 
 

24 

 

24 

 

24 

 

24 

 

24 

・消防活動が終了次第、行方不明

者の捜索に移行する。 

警防班 

応急 

⑤消防活動受援体制の

確保 

・被災状況を把握し、愛知県へ緊急消防援助隊

を要請するとともに、受け入れのための連絡

調整や場所の確保などを行う。 

２ 
 

2 

 

2 

 

2 

 

2 

 

2 

・受入可能場所（例：東公園、小

学校等）を事前に確保しておく。 

・統括副署長が指揮する。 

消防班 

応急 

⑥消防（水防）団の出動

体制の確立 

・消防（水防）団に対して出動体制を確立させ

るとともに、応援活動を依頼する。 

２ 
 

2 

 

2 

 

2 

 

2 

 

2 

・非常時優先業務対応マニュアル

（消防団員の安否確認・拠点施設等

の確保）に基づき実施する。 

・詳細は、津島市震災対応マニュ

アル（消防団員編）による． 

消防班 

応急 

⑦消防資機材や物品の

調達に関すること 

・消防活動、救急･救出救助活動に必要な物資・

資機材等を調達する。 １ 
 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

・物資･資機材の発注は消防本部で

行う。伝票処理は財政･調達班

（財務課）が担当する。 

消防班 

財政･ 

調達班 
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地震 43 

24-2 担当部 消防本部 担当課 総務課／予防課／消防署 総務課：庶務 G（４名）、消防団 G（３名）、海部地方消防通信指令（５名）  

予防課：危険物 G（３名）、設備 G（３名） 

消防署：消防 G（２名）、警防通信 G（19 名）、救助 G（11 名）、救急 G（18 名） 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

⑧危険物施設の状況把

握 

・危険物製造所等の被災状況を調査し把握す

る。 

２ 
 

2 

 

2 
   

・漏洩防止対策のための要員（見

張り）。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（危険物施設事故調査マニュアル）

に基づき実施する。 

消防班 

応急 
⑨人的被害の把握（消防

救急活動分） 

・消防本部から災害対策本部に被害状況を連絡

する。 
１ 

 

1 

 

1 
   

・伝令担当。 

・消防長もこの任務をを担う。 

警防班 

通常 
⑩職員の公務災害補償

に係る業務 

・職員の公務災害（怪我･死亡）に際して、公

務災害基金へ必要書類を作成して送付する。 
１    

 

1 

 

1 

・上下水道､教育､消防､病院は現

課･部署で対応する。 

－ 

通常 

⑪消防団員の公務災害

補償に係る業務 

・消防団員の公務災害（怪我･死亡）に際して、

公務災害基金へ必要書類を作成して送付す

る。 

１    
 

1 

 

1 

・上下水道､教育､消防､病院は現

課･部署で対応する。 

※人事秘書課の再掲 

－ 

通常 
⑫火災原因調査及び損

害調査 

・火災が収束後に、火災原因把握のための現地

調査を行う。 
４    

 

4 

 

4 

 

 

－ 

    61 61 58 64 64   
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25 担当部 会計管理者 担当課 会計課 会計 G（５名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①指定金融機関の状況

調査 

・指定金融機関のり災状況を把握する。 

４ 

● 

1/3 
    

・①～⑤は兼務。 

・金融機関にお金の出入りが可能

かを確認する。 

会計班 

応急 

②災害対策経費の出納

事務 

・災害経費に関する現金の出納を処理する。 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・金融機関のネットバンキングが

機能している場合に対応する。 

・災害時における出納業務（とく

に支払い）の扱いを事前に定め

ておく。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（災害時における公金収納・支払業

務）に基づき実施する。 

会計班 

応急 

③寄付金ならびに義援

金の受付と出納事務 

・寄附金の受付を行う。 

・義援金の受付･収納を行い管理する。 

・義援金の配分を処理する。 
 

2 

 

2 

 

2 

 

2 

 

2 

・義援金の受け付け業務は直ちに

開始する。非常時優先業務対応

マニュアル（義援金の受付及び管

理、義援金等の配分）に基づき実

施する。 

・配分方法は 1 か月程度をめどに

福祉課で検討する。 

会計班 

通常 

④災害対策以外で期限

のある経費の支払業

務 

・市債償還や企業会計への支払いなど、災害対

策以外で支払期限のある経費については期

限内に処理する。 

  
 

1/3 

 

1/3 

 

1/3 

 － 

通常 
⑤現金の出納及び保管 ・各課の窓口で扱う現金の出納及び保管を行

う。 
  

 

 

 

1/3 

 

1/3 

 － 

    4 4 4 4 4   

※上記業務を担当しない要員は、救助班（福祉課）⑦災害救助費の経理の業務の応援に回る。 

 

  

2 
1－ 

3 

1 
1－ 

3 

1 
1－ 

3 

2 
1－ 

3 
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26-1 担当部 教育委員会 担当課 学校教育課 学校教育 G（５名）、神守小（１名）、蛭間小（１名）、 

藤浪中（１名）、天王中（１名）、学校給食 G（６名） 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①被災児童･生徒の調査 ・学校等との協力を得ながら、小中学校の児童･

生徒の被災状況を把握する。 

・被災状況を取りまとめ、県教育委員会へ報告

する。 

1/5 
● 

1/5 
    

・①～③と⑥～⑦は兼務。 教育 

施設班 

応急 

②教育施設（小中学校）

の被災状況の調査 

・学校等との協力も得ながら、小中学校の施設

の被災状況を把握する。 

・各小中学校から被災情報の報告を受けて状況

を取りまとめ、県教育委員会へ報告する。 1/5 
● 

1/5 
    

・3 時間以内に確認する。 

・学校の再開が可能かどうかの判

断ではない。目視で確認し直ち

に県の教育委員会に報告する。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（教育施設の被害状況の報告）に基

づき実施する。 

教育 

施設班 

応急 

③教育施設（給食調理

場）の被災状況の調査 

・学校等との協力も得ながら、給食調理場（2

か所）の施設の被災状況を把握する。 

・各小中学校から被災情報の報告を受けて状況

を取りまとめ、県教育委員会へ報告する。 

1/5 
● 

1/5 
    

・3 時間以内に確認する。 

 

教育 

施設班 

応急 

⑤教育施設の応急復旧 

 （小中学校） 

・被害状況に応じた応急復旧を行う。 

・小中学校の再開に向けた検討や準備を行う。 ８ 
 

8 

 

8 

 

8 
  

・二人一組のチームを編成し全学

校を回る。 

 

教育 

施設班 

応急 

⑥教育施設の活用と応

急復旧 

 （給食調理場） 

・被害状況に応じた応急復旧を行う。 

・給食調理場を炊き出し用に活用するなど、使

用再開に向けた検討や準備を行う。 ４ 
 

4 

 

4 

 

4 
  

・施設整備した建築業者、設備の

メーカーに連絡し復旧する。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（教育施設の活用と応急復旧（給食

調理場））に基づき実施する。 

教育 

施設班 
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26-1 担当部 教育委員会 担当課 学校教育課 学校教育 G（12 名）、神守小（１名）、蛭間小（１名）、 

藤浪中（１名）、天王中（１名）、学校給食 G（６名） 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 
⑦教育施設に対する指

示及び情報伝達 

・災害時には県教育委員会からの指示を各学校

へ伝達する。 
1/5 

 

1/5 

 

1/2 

 

1/2 

 

1/2 

 

1/2 

 教育 

施設班 

通常 
⑧教育相談 ・保護者等からの相談に対して教育委員会の指

導主事が相談対応を行う。 
1/5 

 

1/5 

 

1/2 

 

1/2 

 

1/2 

 

1/2 

 － 

応急 

⑨教科書その他教材の

調達等 

・災害後に教科書等の教材が不足する場合に、

学校からの要望を取りまとめ、学校再開にあ

わせて調達等を行う。 ２ 

  
 

1 

 

1 

 

1 

・⑨～⑩は兼務。 教育 

施設班 

通常 
⑩児童･生徒の就学、転

入、転出等に伴う事務 

・住民票の処理とあわせて転校等に関する証明

書を発行する。 
  

 

1 

 

1 

 

1 

 
－ 

通常 

⑪正規職員以外の給与

の支払い 

・臨時職員、学校図書室補助員等へ給与、所得

税等を支払う。 

１ 

  
● 

1/2 
  

・⑪～⑫は兼務。 

・公務災害補償は 1 か月以内に行

う。 

－ 

通常 
⑫委託料、警備保障等の

支払い業務 

・委託料や警備保障等の請求書の処理手続き、

支払等を行う。 
  

 

1/2 

 

1 

 

1 

 
－ 

    13 13 16 4 4   

※幼稚園（４名）は、教育施設班（子育て支援課）の④～⑥の業務（幼稚園関係の業務）を担当する。 

※上記業務を担当しない要員は、避難所班（社会教育課）の応援に回る。 
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27-1 担当部 教育委員会 担当課 社会教育課 生涯学習 G（６名）、神島田公民館（２名）、スポーツ振興 G（３名）、生涯学習 CG（５名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①避難所の開設 ・各避難所担当要員が避難所に参集する。 

・施設内の安全を確認する。 

・避難所開設を災害対策本部に報告する。 

・備品等を確認し、必要な食料・物資等の確保・

供給を行う。 

６ 
 

6 

 

6 

 

6 

 

6 

 

6 

・①～③は兼務。 

・避難所運営マニュアル（平成 17

年 5 月作成）に基づき実施する。 

（避難所運営マニュアルは見直し

を行う。） 

・食品、寝具等の生活必需品、そ

の他の物資・資機材の調達及び

輸送について、財政･調達班、環

境･輸送班と調整する。 

避難所班 

 

応急 

②避難者の保護及び収

容 

・受入れ名簿を作成する。 

・プライバシーに配慮した資機材を設置する。 

・避難者の取りまとめ、報告。 

・高齢者や障がい者などの避難行動要支援者へ

の配慮。 

 避難所班 

 

応急 

③避難所自主運営組織

の設置･運営支援 

・コミュニティや自主防災会等から委員を選任

し、運営組織を設置する。 

・避難所運営に関わる事項を協議、決定する。 

・避難者で班や組を組織して運営する。 

 避難所班 

 

応急 

④避難所及び避難者の

問い合わせへの対応 

・避難所開設状況及び避難所内の状況、避難者

（名簿）を把握する。 

・現況及び今後の対応について対策本部と連絡

調整を行う。 

１ 
 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

・避難所開設担当者に避難所の状

況について逐一確認する。 

避難所班 

 

応急 
⑤避難者への情報伝達 ・対策本部の指示のもと、避難者に対する必要

かつ正しい情報を伝達する。 
１ 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

・避難所ごとに情報伝達の手段（掲

示板設置等）を検討･確認する。 

避難所班 
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27-2 担当部 教育委員会 担当課 社会教育課 生涯学習 G（６名）、神島田公民館（２名）、スポーツ振興 G（３名）、生涯学習 CG（５名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

⑥社会教育施設及びス

ポーツ施設の被害状

況調査 

・生涯学習センター､葉刈スポーツの家､公民館

（神島田､中央）､錬成館､科学館､プール､図

書館の被害状況を調査する。 

・指定管理者がいる場合には連携して確認作業

を行う。 

５ 

 

4 

 

4 
   

・⑥～⑦は兼務。 

・各グループ 1 人＋生涯学習セン

ター2 人=5 人。 

・生涯学習センターは直営。職員

が直接出向く。 

・他は指定管理者を導入。指定管

理者が確認して本部に報告す

る。 

避難所班 

 

通常 

⑦生涯学習・スポーツイ

ベント中止の連絡・周

知 

・生涯学習やスポーツ等のイベントの中止を市

ホームページやFM等を使って迅速に周知す

る。 

・電話等での問い合わせに対応する。 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 － 

通常 
⑧文化財の被害状況の

把握及び報告 

・災害による文化財の損傷などの被害状況を現

地で確認し国に報告（届出）する。 
１    

 

1 

 

1 

・要確認リストを活用して漏れが

ないように確認する 

－ 

    13 13 9 10 10   

※上記業務を担当しない要員は、避難所班業務の応援（応援･交代要員等）に回る。 

※｢避難所運営マニュアル｣については、見直しが必要。（社会教育課、市民課、人権推進課） 
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28 担当部  担当課 監査事務局 監査 G（２名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①義援物資等の受入及

び配分 

・義援物資を受け付けするとともに、配分基準

をもとに委員会等で検討して配分する。 

２  
 

2 

 

2 

 

2 

 

2 

・非常時優先業務対応マニュアル

（義援物資等の受入及び配分／義

援金の受付及び管理･義援金等の

配分）に基づき実施する。 

・福祉課とともに実施する。 

救助班 

     2 2 2 2   

※上記業務は救助班（福祉課）とともに実施する。 
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29 担当部 議会事務局 担当課 議事課 議事 G（４名） 
 

業務 

種別 
業務名 業務内容 

最低 

必要 

人員 

着手時期（以内） 

備考 担当班 24
時
間 

３
日 

１
週
間 

２
週
間 

１
か
月 

応急 

①議員の安否確認 ・議員の安否確認を行う。 

１ 
●

1 
    

・3 時間以内を目標に確認する。 

・議長の安否確認を優先して行

う。 

・非常時優先業務対応マニュアル

（災害時議員の安否確認）に基づ

き実施する。 

議会班 

通常 

②議会への請願､陳情へ

の応対 

・議会への請願については、議員の紹介（議員

の署名捺印）を経て、本会議にかける。 

・議会への陳情を受け付ける。 

１ 

  
 

1/3 

 

1/2 

 

1/2 

・②～④は兼務。 

 

－ 

 

 

通常 
③議員報酬の支払い ・議員報酬について、遅滞なく支給する。 

  
● 

1/3 
  

・災害時の報酬支払方法について

はルール化する。 

－ 

応急 
④議会関係現地調査対応

業務 

・議長および副議長の災害地視察の準備、事務

を務める。 
 

 

1 

 

1/3 

 

1/2 

 

1/2 

・大人数となる場合は、人事秘書

課と調整する。 

議会班 

 

    1 1 1 1 1   

※上記業務を担当しない要員は、調査班（税務課･収納課）の応援に回る。 
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